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資料１ 

第２次福岡市消費者教育推進計画（案）に対する 

パブリック・コメントの実施結果概要 

 

（1）実施目的 

 

福岡市長から諮問された「第２次福岡市消費者教育推進計画（案）」（以下「計画案」という。）

を，福岡市消費生活審議会で審議するにあたり参考とするため，パブリック・コメント手続きに

よって市民等の意見募集を実施した。 

 

 

（2）意見募集期間 

    

令和２年１月６日から令和２年２月５日まで（３１日間） 

 

（3）実施方法 

 

① 計画案の公表方法 

 

 計画案について，次の場所で閲覧・配布を行うとともに，市のホームページにおいて掲載

した。 

  

＜資料の閲覧・配布場所＞ 

市消費生活センター（あいれふ７階），情報プラザ（市役所１階），情報公開室（市役所２階），

各区情報コーナー，入部出張所，西部出張所 

 

②意見募集の周知方法 

 

ア．市政だよりによる周知 

イ． 市ホームページによる周知 

 

③意見の提出方法 

 

 郵送，ファックス，電子メール，持参のいずれかにより，必ず氏名と住所を明記のうえ，

意見提出用紙または任意の様式にて意見を受け付けた。 

 

（4）意見の提出状況について 

①意見提出者    

 個人１人（提出方法 郵送１人） 

 

② 意見件数    

２件 

 

 

 

  



 
 

  ③意見分類 

 

該当項目 意見数 

第１章 「福岡市消費者教育推進計画」の基本的な考え方 0 

第２章 消費者を取り巻く現状と課題 0 

第３章 消費者教育推進の基本的な方向性 0 

第４章 消費者教育推進上の重点目標と具体的な取組み 0 

 福岡市消費者教育施策事業一覧 2 

合 計 2 

 

 

（5）市民意見の要旨及び市の考え方について 

 

   別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２次福岡市消費者教育推進計画（案）に対する市民意見の要旨及び意見に対する考え方 

番

号 

ペ
ー
ジ

項目 意見の要旨 

意見に 

対する 

対応 

意見に対する考え方 

1 

67 

食品ロスについて，

食事処で食べきれ

なかった物を，持ち

帰らして欲しい。自

己責任であって，事

業者側には一切責

任はないと市民に

知らしめる。

原
案
ど
お
り

ご意見ありがとうございます。 

 令和元年 10月に「食品ロスの削減

の推進に関する法律」が施行され，

今後国の基本方針が示される予定で

あることから，その動向等を踏まえ，

対応を検討してまいります。 

2 

福岡市消費者教育

施策事業一覧 

出前講座「『食品

ロス』ってなに？

～その食品ほんと

うに捨てるの？～

野菜等の売れ残り

について，現在，子

ども食堂などに無

償で提供している

ところもあるが，こ

れをもっと増やし

て欲しい。近場のス

ーパーの野菜部門

等がもっと協力が

出来る様に，なんと

かして欲しい。 

原
案
ど
お
り

ご意見ありがとうございます。 

 食品ロス削減の観点から，食品小

売業についてはまず食品ロスの発生

抑制に努めてもらうこととし，それ

でも廃棄される食品については，日

持ちのしないものはリサイクルへ，

消費・賞味期限に余裕があるものに

ついては，フードバンクなどへの提

供を依頼するなどの取組みを推進し

てまいります。 

なお，消費者教育施策事業として

実施しております出前講座等にて，

フードドライブ等の家庭からの食材

提供等についての呼びかけを引き続

き実施してまいります。

 また，家庭での食品ロスの削減の

ため，計画的な買い物や，食材の使

い切り等について，出前講座等を通

じて啓発してまいります。 



資料２ 
 

（案） 

                                    

令和２年３月２７日  
 

福岡市長 髙島 宗一郎 様 
                        福岡市消費生活審議会 
                         会長  清 水  巖 

 
 

第２次福岡市消費者教育推進計画の策定について（答申） 
 
 令和元年７月３日付け市消第２７０号で諮問のありました標記の件について，本審議

会及び消費者教育部会で慎重に審議を重ねた結果，別添のとおり答申します。 
福岡市におかれましては，安全で安心できる消費生活の実現を目標に，引き続き，市

民，地域の団体，事業者など多様な担い手と連携しながら，福岡市の消費者教育を一体

的かつ総合的に推進していただきますようお願いいたします。 
 

 
 



第２次福岡市消費者教育推進計画（案）　主な修正箇所一覧

ページ 該当箇所 修正前 修正後 理由

1 目次
第４章　基本施策Ⅲ
消費者教育の担い手育成

　
２　地域等における消費
者教育の推進

　
２　地域等における担い
手育成

記載誤り

2 P７
（２）高齢社会の進展
本文，上から３行目

65歳以上の高齢者の人
口の割合は，26.7％と
過去最高となり

65歳以上の高齢者の人
口の割合は，26.６％と
過去最高となり

・引用するデータを変更
したため数値を修正

3 P７
（２）高齢社会の進展
本文，上から５行目

2035年（令和17年）
までは総人口も増加する
見込みですが，それでも
高齢者人口は少しづつ増
加していくと予測され，
2025年（令和７年）に
は，全国の高齢化率は
30％，福岡市でも
24.2％になると推定さ
れています。

2035年（令和17年）
までは総人口も増加する
見込みであり，それでも
高齢者人口も少しづつ増
加していくと予測され，
2025年（令和７年）に
は，全国の高齢化率は
30.3％，福岡市でも
24.8％になると推定さ
れています。

・逆説の接続詞と内容が
一致していないため，本
文を修正
・引用するデータを変更
したため数値を修正

4 Ｐ８

【図表2】福岡市の年齢
三区分別人口及び全国と
福岡市の高齢化率の推移
2020年以降のグラフの
数値と出典資料

　
引用データの変更に伴
い，2020年以降の数値
及び出典資料の修正
※資料：2015年までは
国勢調査による人口，そ
れ以降は国立社会保障・
人口問題研究所「日本の
将来推計人口（平成30
年度推計）による。

　
※資料：2015年までは
国勢調査による人口，そ
れ以降は「福岡市の将来
人口推計（平成24年3
月）」，国立社会保障・
人口問題研究所「日本の
将来推計人口（平成24
年1月推計）」による。

・他局の計画や市が公表
しているデータに合わ
せ，総務企画局作成の推
計人口及び国立社会保
障・人口問題研究所の
データを使用する。

5 Ｐ１４
（３）若年者からの相談
の状況
本文，上から１行目

若年者（20歳代未満）
からの相談件数の最近５
年間の推移を見ると

若年者（2９歳以下）か
らの相談件数の最近５年
間の推移を見ると

修正

6 Ｐ３７
「ＳＤＧｓと消費者教育と
の主な関わり」を追加

消費生活審議会委員の意見
により，SDGｓと消費者教
育の関連を具体的に示した



 

 

 

 

 

  

 

 

第２次福岡市消費者教育推進計画 

（案） 

 
～安全で安心できる消費生活の実現を目指して～ 
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１ 推進計画策定の趣旨  
 

近年，インターネットを利用する人が増え，情報の収集やインターネット

通販などで利便性が高まる一方，高度情報化の進展に伴い消費生活と経済社

会との関わりが多様化・複雑化するにつれて，消費者トラブルも多様化・複

雑化が進んでいます。 
令和 4 年には民法の一部改正により，成年年齢が 20 歳から 18 歳に引き下

げられます。未成年者が法定代理人の同意を得ずに行った契約を取り消すこ

とができる未成年者取消権が，18 歳，19 歳には適用されなくなり，若者の消

費者被害の増加が予想されます。  
また，高齢社会が進展し，高齢者，障がいのある人や十分な判断ができな

い消費者を狙った消費者トラブルを防止するために，周囲の見守りが重要と

なっています。  
すべての市民は消費者です。乳幼児から高齢者まで，あらゆる世代で誰も

が消費者トラブルに巻き込まれるおそれがあります。  
平成 24 年 12 月 13 日に消費者の自立支援を目的とする「消費者教育の推

進に関する法律」（以下「推進法」という。）が施行され，平成 25 年 6 月 28
日には，「消費者教育の推進に関する基本的な方針」（以下「基本方針」とい

う。）が閣議決定されました（平成 30 年 3 月 20 日変更）。「基本方針」では，

誰もがどこに住んでいても，生涯を通じて，様々な場所で，消費者教育を受

けることができる機会を提供するために，消費者教育を体系的・総合的に推

進することが必要とされています。  
消費者教育とは，消費者自身が自発的に消費生活に関する正確な知識や適

確な判断力を身に付け，消費者被害を未然に防止しようとするものですが，

そのことにとどまりません。「推進法」では，消費者が，個々の消費者の特

性及び消費生活の多様性を相互に尊重しつつ，自らの消費生活に関する行動

が現在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を

及ぼし得るものであることを自覚して，公正かつ持続可能な社会の形成に積

極的に参画する社会を「消費者市民社会」と定義しています。消費者教育は，

消費者の消費行動が社会や環境にどのような影響を与えるかを考えて行動で

きるようになることを目標に消費者市民社会の形成に参画することの重要性

について，理解と関心を深めるための教育活動でもあります。 
福岡市では「安全で安心できる消費生活の実現」を目標に掲げ，平成 26 年

度に策定した「福岡市消費者教育推進計画」に基づき，平成 27 年度から令和

元年度までの５年間を計画期間として，消費者教育の推進に取り組んできまし

た。この度，本計画の計画期間が終了することから，引き続き消費者教育を一

第１章 「福岡市消費者教育推進計画」の基本的な考え方 
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体的かつ総合的に推進していくため，第２次福岡市消費者教育推進計画（以下

「推進計画」という。）を策定します。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「消費者市民社会」とは 

「消費者が，個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互に尊重しつ

つ，自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の

社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得ることを自覚して，公正かつ

持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会」をいう（消費者教育推進

法第 2 条第 2 項）。  
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２ 推進計画の位置づけ  
  

 この推進計画は，国の基本方針及び「福岡県消費者教育推進計画」を踏ま

え，福岡市における消費者教育の推進に関する施策についての計画を定める

ものです。  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※福岡市では，総合計画に基づく各施策の推進により，  

ＳＤＧｓの実現に取り組んでいます。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｚ 

消費者教育の推進に関する法律（抜粋） 
(基本方針) 

第９条 政府は、消費者教育の推進に関する基本的な方針

を定めなければならない。 
(都道府県消費者教育推進計画等) 
第10条 都道府県は、基本方針を踏まえ、その都道府県の

区域における消費者教育の推進に関する施策についての

計画を定めるよう努めなければならない。 
２ 市町村は、基本方針(都道府県消費者教育推進計画が定

められているときは、基本方針及び都道府県消費者教育

推進計画)を踏まえ、その市町村の区域における消費者教 

育の推進に関する施策についての計画を定めるよう努

めなければならない。 

 
福岡市消費生活条例（抄） 
(学習条件の整備及び消費者教育の推進等) 
第８条 市は，消費者の消費生活に関する自発的な学習を

支援するために必要な条件の整備に努めなければならな

い。 
２ 市は，消費者が主体的かつ合理的な消費生活を営むた

めに必要な教育の推進及び知識の普及に努めなければな

らない。 

関 係 法 令  

消費者教育の推進に関する法律 

（消費者教育推進法） 

平成 24 年 12 月施行  

 
消費者教育の推進に関する 
基本的な方針（基本方針）  

平成 25 年６月閣議決定  
（平成 30 年３月変更）  

平成 30 年度～令和 4 年度（５年間）  

（国） 

 

（県） 

福岡県消費者教育推進計画（第２次） 
平成 31 年３月策定  

平成 31 年度～令和 5 年度（５年間）  

福岡市基本計画※  
【目標３】 安全・安心で良好な生活環境が 

確保されている 
 

施策 3-7 日常生活の安全・安心の確保 

≪計画期間≫ 
 令和 2 年度～令和 6 年度（５年間）  
 
≪内容≫  
 ○基本的な考え方 
 ○消費者を取り巻く現状と課題 
 ○消費者教育推進の基本的な方向性 
 ○重点目標と具体的な取組み 

第２次福岡市消費者教育推進計画 

福岡市政策推進プラン 
●消費者被害の未然防止・救済  

福岡市消費生活条例 
平成 17 年４月施行  

（市） 
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３ 推進計画の期間  
 
計画期間は，令和２年度から令和６年度までの５年間とします。  
ただし，社会情勢の変化や本計画の進捗状況を踏まえ，必要に応じて随時

見直しを行います。  
 

４ 推進計画の推進体制  
 

福岡市では，福岡市消費者教育推進会議（以下「推進会議」という。）にお

いて，推進計画に基づく取組みを推進していきます。さらに，福岡市消費生

活審議会（以下「審議会」という。）において，推進計画の進捗状況などの検

証を行い，それを踏まえ，取組みの充実を図っていきます。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費生活センター 
消費生活相談，教育啓発 

 
庁内各局区 

・地域コミュニティを所管する部局 

・子ども施策を所管する部局 

・高齢者・障がい者施策を所管する部局 

・食育を所管する部局 

・環境教育を所管する部局 

・学校教育を所管する部局 

 

検証 

福岡市消費者教育推進会議 
推進計画に基づく取組みの推進 
推進計画に基づく取組みの見直し 

福岡市  

 

 

  

福岡市消費生活審議会 

 
 
 
 事業者 
 事業者団体 
 弁護士会等 
 消費者団体 
 ＮＰＯ 
 大学・短期大学 
 専門学校 

        など 

関 係 機 関  

 

 家庭 
 自治会・町内会 
 公民館 
 民生委員 
 福祉関係者 
 ＰＴＡ 
     など 

地 域 社 会  

進捗状況の報告 

連携 

 

連携 連携 
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５ 推進計画の成果指標  
 

推進計画では，「安全で安心できる消費生活の実現」を目標とし，  
 
 
 
 
 
 
 

をその成果指標とします。  
 
            

年 
 

成果指標  

現状値  目標値  

平成 30 年  
（2018 年） 

令和 6 年  
（2024 年） 

商品やサービスの購

入時に日頃からトラ

ブル回避を心がけて

いる市民の割合  

80.1％ 90.0％ 

消費生活センターの

認知度 新規  80.5％ 85.0％ 

          
 

●商品やサービスの購入時に日頃からトラブル回避を心がけている 

市民の割合 

●消費生活センターの認知度 
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 １  社会情勢の変化   
  （１）高度情報通信社会の進展  

最近の情報通信技術の高度化は，驚異的なスピードで発展して

おり，消費者の生活に著しい変化をもたらし，さまざまな影響を

及ぼしています。  
総務省「平成 30 年通信利用動向調査」によれば，インターネッ

トを利用している個人は， 13 歳から 59 歳までの各年齢層で 90％
を超え，個人のインターネットの利用機器では，スマートフォン

を利用している人の割合が 59.5％となり，パソコンを利用する人

を上回っています。このように，スマートフォンの普及などによ

り日常生活でのインターネットの利用があらゆる年齢層で浸透し

ています。（図表１）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                              
 

 
 
 
また，経済産業省「平成 30 年度我が国におけるデータ駆動型社

会に係る基盤整備（電子商取引に関する市場調査）」によると，消

費者向けの電子商取引（インターネット通販等インターネットを

利用した電子的な取引）は，平成 22 年には，約 7.8 兆円であった

市場規模が，平成 30 年には，約 18.0 兆円にまで拡大しています。  
これらに伴い， SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービ

ス）を通じたコミュニケーションが増加するとともに，手軽に決

済できる電子マネーの普及が進むなど，商品・サービス購入時の

【 図 表 1】 年 齢 階 層 別 イ ン タ ー ネ ッ ト 利 用 状 況 （ 個 人 ）  

第２章  消費者を取り巻く現状と課題  

出 典 ： 総 務 省 「 平 成 3 0 年 通 信 利 用 動 向 調 査 」 
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決済方法が多様化しています。  
インターネットの利用により，様々な情報の入手や商品・サー

ビスの購入が便利となった反面，本人が想定もしていないトラブ

ルに巻き込まれるケースが発生しています。インターネットには，

匿名性，非対面性などがあり，これを悪用した詐欺的商法等に利

用されることがあります。また，海外事業者との取引でトラブル

が生じたときは，法律，言語などの相違や直接交渉が難しいこと

などから解決が困難となることがあります。最近では，フリーマ

ーケットアプリの利用などで消費者同士による直接の取引も活発

に行われており，個人間取引によるトラブルも増加しています。  
 

（２）高齢社会の進展  
   日本の総人口は，平成 23 年以降減少が続いていますが，総人口

に占める高齢者の割合は年々増えています。平成 27 年には，全国

の 65 歳以上の高齢者人口の割合は，26.6％と過去最高となり，約

4 人に 1 人が 65 歳以上の高齢者となっています。福岡市では，全

国の人口推移とは異なり， 2035 年（令和１７年）までは総人口も

増加する見込みであり，高齢者人口も少しずつ増加していくと予

測され，2025 年（令和７年）には，全国の高齢化率は 30.3％，福

岡市でも 24.8％になると推定されています。（図表２）  
また，福岡市においては，高齢化に伴い，世帯主の年齢が 65 歳

以上の単独世帯は，2015 年（平成 27 年）の約 80,000 世帯から団

塊の世代（昭和 22 年から昭和 24 年生まれ）が 75 歳以上となる

2025 年（令和 7 年）には約 119,000 世帯に増加すると推定され，

さらに，75 歳以上の単独世帯も増加していくと予測されています。 
こうした高齢社会の進展に伴い，消費生活において困ったとき

に身近に相談できる人がいなかったり，一人で在宅しているとき

に訪問販売や電話勧誘販売の勧誘を受け，意に沿わない契約をし

てしまうトラブルが発生しています。  
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【 図 表 2】 福 岡 市 の 年 齢 三 区 分 別 人 口 及 び 全 国 と 福 岡 市 の 高 齢 化 率 の 推 移  

     
     ※ 資 料： 2 0 15 年 ま で は 国 勢 調 査 に よ る 人 口 ，そ れ 以 降 は「 福 岡 市 の 将 来 人 口 推 計（ 平 成 2 4

年 3 月 ）」，国 立 社 会 保 障・人 口 問 題 研 究 所「 日 本 の 将 来 推 計 人 口（ 平 成 2 4 年 1 月 推 計 ）」

に よ る 。  

             ※ 注 ： 2 0 15 年 ま で の 高 齢 化 率 は 「 不 詳 」 等 を 除 い て 算 出  

       

（３）民法の成年年齢引下げによる若年者への影響  

民法改正により， 2022 年（令和４年） 4 月から成年年齢が現行

の 20 歳から 18 歳に引き下げられます。現行法では，20 歳になる

までの契約では未成年者取消権が認められており，未成年者が法

定代理人の同意を得ずに行った契約は，原則として取り消すこと

ができますが，その年齢が 18 歳に引き下げられることにより，成

年となる 18 歳・ 19 歳の若者は，未成年者取消権を行使できなく

なります。（図表３）  
本市の「平成 30 年度第５回市政アンケート」では，2022 年（令

和 4 年）の成年年齢引下げにより，新たに成年となる 18 歳・ 19
歳には未成年者取消権が行使できなくなることを「知らなかった」

と答えたのは 60.3％と半数を超えています。（図表４）  
 
 
 
 
 

191 188 192 200 204 201 189 176

968 984
998

996 998 996 993 975

178 
213 254 

312 367 395 422 454 

17.4 
20.2 

23.0 

26.6 29.1 
30.3 31.6 

33.4 

13.3 
15.4 

17.6 
20.7 

23.4 24.8 
26.3 

28.3 

0.0
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15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

0
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1,000

1,200

1,400
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1,800

2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035

福岡市15歳未満 福岡市15－64歳 福岡市65歳以上

全国高齢化率 福岡市高齢化率

（千人） （％）

（年）
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【 図 表 3】 成 年 年 齢 の 引 下 げ と 民 法 に お け る 未 成 年 者 取 消 権  

    
成年年齢  

   

   
18 歳  

 
20 歳  

  

  
    

 

 

 
 

 
  

 
  

   

  
      

  

  
成 年 年 齢 の引 下 げ    

   

  
  

 
  

   

  
  

 
  

   

  
  

     
出 典 ： 消 費 者 庁 ホ ー ム ペ ー ジ  

 
【 図 表 4】  

2022 年 度 か ら 未 成 年 者 取 消 権 は 18， 19 歳 に は 行 使 で き な く な る こ と の 認 知 度  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資 料 ：「 平 成 30 年 度 第 5 回 市 政 ア ン ケ ー ト 」 を 基 に 作 成  

 

 
 
 
 

民法の  

未成年者  

 取消権  引下げで

取消権が

なくなる  

 

知っていた

38.8%

知らなかった

60.3%

無回答

0.9%

無回答知っていた 知らなかった

22.9

25.0

37.0

46.8

48.0

51.4

77.1

75.0

63.0

51.9

51.0

45.7

0.0

0.0

0.0

1.3

1.0

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18～29歳
（n=83）

30 代

（n=96）

40 代

（n=108）

50 代

（n=77）

60 代

（n=100）

70歳以上

（n=105）
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福岡市は，全国的にみても総人口に占める若者の割合が多く，政

令指定都市の中では，18 歳・19 歳が総人口に占める割合が 2.39％
と，京都市，仙台市に次いで第３位となっています。（図表５）  

消費生活相談は， 20 歳を超えると増加する傾向にあり，成年と

なったばかりの社会経験が少ない若者が狙われる悪質商法の被害

が拡大するおそれがあります。  
 
【 図 表 5】 政 令 指 定 都 市 に お け る 人 口 に 占 め る 若 者 （ 18 歳 及 び 19 歳 ） の 割 合  

   ※資 料 ： 平 成 ２ ７ 年 国 勢 調 査 に よ り 作 成  

 

（４）持続可能な開発目標（ SDGｓ）の発効  

2015 年（平成 27 年）9 月，国連サミットにおいて，持続可能な

世界を実現するために「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」

が採択されました。これは， 17 の目標と 169 のターゲットから構

成され，2016 年（平成 28 年）1 月に正式に発効しました。SDGｓ

の 12 番目の目標では「持続可能な生産・消費形態を確保する」が

掲げられ，小売・消費レベルにおける世界全体の一人あたりの食料

の廃棄を半減させることや，人々があらゆる場所において，持続可

能な開発及び自然と調和したライフスタイルに関する情報と意識

を持つようにすることなどが盛り込まれています。SDGs は，発展

途上国のみならず，先進国自身も取り組む普遍的なものであり，世

2.48 

2.41 

2.39 

2.23 

2.22 

2.14 

2.09 

2.08 

2.02 

2.01 

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0

京都市

仙台市

福岡市

岡山市

相模原市

熊本市

新潟市

さいたま市

札幌市

広島市

（上位10都市）

（％）
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界が持続可能な発展を続けていくための指針です。（図表６）  
消費者にこの SDGｓについての理解を促し，より多くの人々が

SDGｓに関する情報を得るとともに，主体的・能動的に学び，持

続可能な消費を実践していくことは， SDGｓの達成につながって

いくものであると同時に，消費者市民社会の形成に参画するという

消費者としての自覚を高めるものでもあります。  
 
 

【図表 6】「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」  
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２  福岡市における消費生活相談の状況  

  （１）消費生活相談件数の推移  

福岡市消費生活センターにおける相談件数は，架空請求が急増し

た平成 16 年度をピークに減少傾向にありましたが，最近の 10 年

間は，ほぼ横ばいで推移しています。年代別の内訳をみると， 60
歳代以上が全体に占める割合は約 3 割で推移しており，人口に占め

る高齢者の割合と比べても，全相談に占める高齢者からの相談の割

合は高い状態で推移しています。（図表７，８）      

【 図 表 7】 福 岡 市 に お け る 消 費 生 活 相 談 件 数 の 推 移  

    

    【 図 表 8】 福 岡 市 に お け る 高 齢 者 〈 65 歳 以 上 〉 の 相 談 割 合  

     
     資 料 ： 平 成 2 2 年 ， 平 成 27 年 は ， 国 勢 調 査 に よ る 人 口 ， そ れ 以 外 は ， 福 岡 県 調 査 統 計

課 に よ る 推 計 人 口 。  
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（２）消費生活相談の内容  

相談内容を商品役務分類別に見ると，30 歳代を除き 50 歳代まで

の各年代でデジタルコンテンツ (注１ )が，１位となっており， 30
歳代と 60 歳代以上でも 2 位又は 3 位になっています。（図表９）  

また，販売購入形態別の相談件数においては，通信販売が店舗購

入を超え， 1 位となっています。（図表１０）  
電子商取引（インターネットで行う取引）の相談における年齢

別の構成比の推移を見ると， 29 歳以下は割合が低くなってきてい

るのに対し，60 歳以上では，割合が高くなってきています。（図表

１１）  
 

【 図 表 9】 契 約 当 事 者 の 年 代 別 ・ 商 品 役 務 分 類 別 相 談 件 数 ラ ン キ ン グ （ 平 成 30 年 度 ）  
  
年 代  

 

順 位  

20 歳 未

満  
20 歳 代  30 歳 代  40 歳 代  50 歳 代  60 歳 代  70 歳 代  80 歳 以 上  

1  

デ ジ タ ル
コ ン テ ン

ツ   

デ ジ タ ル
コ ン テ ン

ツ   

不 動 産 貸
借  

デ ジ タ ル
コ ン テ ン

ツ   

デ ジ タ ル
コ ン テ ン

ツ   

商 品 一 般  
※ 注 2   

商 品 一 般  
※ 注 2  

商 品 一 般  
※ 注 2   

79   175   208   224   228   377   323   109   

2  
不 動 産 貸
借  

不 動 産 貸
借  

デジタル  
コンテンツ  

不 動 産 貸
借  

商 品 一 般  
※ 注 2  

デ ジ タ ル
コ ン テ ン

ツ   

デ ジ タ ル
コ ン テ ン

ツ   
工 事・建 築  

11   167   161   170   145   251   134   57   

3  

テ レ ビ 放
送 サ ー ビ

ス  

エ ス テ テ
ィ ッ ク サ

ー ビ ス  

商 品 一 般  
※ 注 2  

商 品 一 般  
※ 注 2  

不 動 産 貸
借  

不 動 産 貸
借  

工 事 ・ 建
築  

デ ジ タ ル
コ ン テ ン

ツ   
11   102   66   90   105   64   51   45   

4  
他 の 健 康
食 品  

イ ン タ ー

ネ ッ ト 接
続 回 線  

フ リ ー ロ

ー ン ･サ
ラ 金  

イ ン タ ー

ネ ッ ト 接
続 回 線  

携 帯 電 話
サ ー ビ ス  

携 帯 電 話
サ ー ビ ス  

不 動 産 貸
借  新 聞  

10   50   39   55   52   57   42   34   

5  

エ ス テ テ
ィ ッ ク サ
ー ビ ス  

商 品 一 般  

※ 注 2  
携 帯 電 話

サ ー ビ ス  
携 帯 電 話

サ ー ビ ス  

イ ン タ ー
ネ ッ ト 接
続 回 線  

工 事 ・ 建

築  
携 帯 電 話

サ ー ビ ス  
携 帯 電 話

サ ー ビ ス  

8   49   39   46   51   44   42   23   

全 件 数  261   1 ,359   1 ,476   1 ,727   1 ,639   1 ,805   1 ,532   886   

 
 
 
 
 

注 １ ：「 デ ジ タ ル コ ン テ ン ツ 」 … ア ダ ル ト 情 報 サ イ ト ， 出 会 い 系 サ イ ト ， オ ン ラ イ

ン ゲ ー ム ， 音 楽 情 報 サ イ ト ， 投 資 情 報 サ イ ト 等 に 関 す る 相 談 。  
注 ２：「 商 品 一 般 」… 商 品 の 特 定 が で き な い ま た は 商 品 を 特 定 す る 必 要 の な い 相 談 。 
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【 図 表 10】 販 売 購 入 形 態 別 相 談 件 数 （ 平 成 30 年 度 ）  

 

  
【 図 表 11】 電 子 商 取 引 の 相 談 に お け る 年 齢 別 構 成 比 の 推 移                                                      

 

 

  （３）若年者からの相談の状況  

若年者（ 29 歳以下）からの相談件数の最近５年間の推移を見

ると， 20 歳未満も 20 歳代もやや減少している傾向にあります。

なお，平成 30 年度は，全相談件数に占める若年者からの相談件数

の割合が増加に転じています。  
年齢別に見ると，成年となる 20 歳を超えると相談件数が増加

店舗購入 3,374 
28.3%

訪問販売 936 
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通信販売

3,590 
30.1%

マルチ商法 155 
1.3%

電話勧誘販売 528 
4.4%

ネガティブ

オプション 4 
0.0%

訪問購入 46 
0.4%

その他無店舗 74 
0.6%

不明・無関係

3,204 
26.9%

（単位 件，％）

38.3 
33.3 

27.8 
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（％）
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しています。（図表１２，１３）  
また，平成 30 年度の 20 歳未満と 20 歳代の商品役務分類別相

談件数を見ると， 20 歳未満の相談件数は 261 件ですが， 20 歳代

の相談件数は 1,359 件と大きく差があります。20 歳未満の相談件

数が少ないのは，未成年者取消権が認められるため，悪質事業者

が取引を控えていることが考えられます。  
20 歳を超えると，エステティックサービスやインターネット接

続回線の相談が上位に入ってきています。（図表１４）  
  

【 図 表 12】若 年 者 か ら の 消 費 生 活 相 談 件 数 の 推 移      

 
 
 

【 図 表 13】 若 年 者 の 年 齢 別 相 談 件 数 （ 平 成 30 年 度 ）  
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【 図 表 14】 20 歳 未 満 と 20 歳 代 の 商 品 役 務 分 類 別 相 談 件 数 の 上 位 5 位 〈 平 成 30 年 度 〉  

〈 20 歳未満〉                〈 20 歳代〉    
順

位  
商 品 分 類  

相 談

件 数   

順

位  
商 品 分 類  

相 談

件 数  

1 デ ジタ ルコ ンテ ンツ  79  
 

1  デ ジタ ルコ ンテ ンツ  175  

2  不 動産 貸借  11  
 

2  不 動産 貸借  167  

3  テ レビ 放送 サー ビス  11  
 

3  
エ ス テ テ ィ ッ ク サ ー

ビ ス  
102  

4  他の健康食品  10  
 

4  
イ ン タ ー ネ ッ ト 接 続

回 線  
50  

5  
エ ス テ テ ィ ッ ク サ ー

ビ ス  
8  

 
5  商 品一 般  49  

そ の他  142  
 

そ の他  816  

計  261  
 

計  1 ,359  

 

  （４）障がいのある人等からの相談の状況  

          障がいのある人等からの相談件数は，平成 23 年度から年間

200 件を超え，現在は横ばい状態です。  
     障がいのある人が契約当事者である相談のうち，相談者が契

約当事者とは別の人（本人ではなく家族など）である相談が４

割程度を占めています。（図表１５）  
 
       【 図 表 15】 障 が い の あ る 人 等 の 相 談 件 数 の 推 移  
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  （５）架空請求等に関する相談の状況  

          架空請求の相談は，平成 29 年度に急激に増加し，平成 30 年

度には，減少に転じました。しかし，依然として多くの相談が

寄せられています。  
（図表１６）  

また，平成 30 年のニセ電話詐欺の認知件数と被害額について

は，認知件数は 359 件，被害額は 6 億 6,700 万円余りと，いず

れも前年より低下しています。（図表１７）  
 

【 図 表 16】 架 空 請 求 に 関 す る 消 費 生 活 相 談 件 数 の 推 移  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

【 図 表 17】 ニ セ 電 話 詐 欺 の 認 知 件 数 と 被 害 額 の 推 移 （ 福 岡 県 ）   
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３ 消費生活に関する調査 
 
（１） 第２次福岡市消費者教育推進計画の策定のための基礎調査 
 

福岡市では，計画策定にあたり，地域や学校での消費者教育の実状や，今後

消費者教育を進めるために必要なことなどを把握するため，平成30年9月に「第

２次福岡市消費者教育推進計画の策定のための基礎調査」を実施しました。 
 
調査の概要 

調査期間  平成30年9月25日～10月26日 

調査対象者  
及び  

対象者数  
 

次に掲げる各団体・学校等の代表者（福岡市全域）   合計1041か所 
①地域  各校区自治協議会（150），各校区公民館（148），小学校・中

学校・高等学校・特別支援学校のＰＴＡ協議会（225），民生委

員・児童委員地区会長（109），地域包括支援センター（57），

障がい者基幹相談支援センター（14）      計703か所  

②学校  小学校（144），中学校（69），市立高校（4），特別支援学校

小学部・中学部・高等部（15）         計232か所        

③大学  大学（13），短期大学（9），専修学校（84）   計106か所  

回答数  
 

①地域  505件 有効  

回答率 
①地域  71.8％ 

②学校  133件 ②学校  57.3％ 
③大学  69件 ③大学  65.1％ 
全体  707件 全体  67.9％ 

 
①地域 

 
ア 消費者教育・啓発の団体等別実施状況 

地域における消費者教育・啓発の実施状況については，全体では「行

っている」の割合は 62.8％，「行っていない」の割合は 37.2％となって

います。  
団体等別で見ると，「行っている」の割合が最も高いのは，「地域包括

支援センター」（100.0％）で，次いで「公民館」（82.5％）となっていま

す。（図表１８） 
平成25年度に行った前回調査と比較すると，消費者教育・啓発を「行

っている」の割合が全体で44.9％から62.8％へ増加しており，今回，新

たに調査を行った「障がい者基幹相談支援センター」を除き，全ての団

体等でその割合が増加しています。（図表１９）  
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【図表18】消費者教育・啓発の団体等別実施状況（平成30年度調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表19】消費者教育・啓発の団体等別実施状況（平成25年度調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

※資料：「消費者教育推進のための基礎調査」（平成25年度実施）  

※前回の平成25年度の調査では，「障がい者基幹相談支援センター」はなし 
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イ 消費者教育・啓発で特に力を入れて取り組むべき分野 
消費者教育・啓発で，今後特に力を入れて取り組むべき分野について

は，「ニセ電話詐欺とその対処法」が75.8％で最も多く，次いで「悪質商

法とその対処法」（74.5％），「携帯電話，インターネットに関するトラブ

ルとその対処法」（61.2％）の順となっています。（図表２０） 
 

【図表20】消費者教育・啓発で特に力を入れて取り組むべき分野 

 

 

 

ウ 消費者教育・啓発に取り組む際の課題 

地域において消費者教育・啓発に取り組む際の課題については，「他に 
優先課題があり時間が取れない」が39.4％で最も多く，次いで「どのよ

うな取り組みをすればよいかわからない」（26.1％），「研修や講座を運営

する体制が取れない」（26.1％）となっています。（図表２１）  
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【図表21】消費者教育・啓発に取り組む際の課題 

 

 

エ 高齢者・障がい者のトラブル未然防止対策 

高齢者・障がい者の消費者被害を未然に防止するために重要なことに

ついては，「家族・親族とのコミュニケーション」が 75.6％で最も多く，

次いで「身近な人（地域住民等）による日常的な見守り」（64.8％），「福

祉関係者（ケアマネージャー等）による日常的な見守り」（52.3％）の順

となっています。（図表２２） 
 

【図表22】高齢者・障がい者のトラブル未然防止対策 
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②小学校・中学校・高等学校 

 

ア 学校において消費者教育を推進するために特に必要なこと 

学校において消費者教育を推進するために特に必要なことについては，

「児童・生徒向けの教材の作成・配布」が小学校で 69.4％，中学校・高

等学校で 68.8％と，いずれも最も多くなっています。 
小学校では次いで「効果的な実践事例の紹介」（60.0％）,「外部講師

の紹介」（45.9％）の順で，中学校・高等学校では次いで「効果的な実践

事例の紹介」（62.5％），「消費者被害の最新情報の定期的な提供」（52.1％）

の順となっています。（図表２３） 

 

【図表23】消費者教育を推進するために特に必要なこと（小学校，中学校・高等学校） 

       
 

 

イ 学校において消費者教育に取り組む際の課題 

     学校において消費者教育に取り組む際の課題については，小学校では

「他に優先課題があり時間が取れない」(65.9％)が，中学校・高等学校

では「他に優先課題があり時間が取れない」(43.8％)，「最新の情報を

入手する機会が少ない」(43.8％)が最も多くなっています。次に多いの

は，小学校では「どのような取り組みをすればよいかわからない」

(35.3％)，中学校・高等学校では「活用できる啓発資材が少ない」（29.2％）

となっています。（図表２４） 
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【図表24】消費者教育に取り組む際の課題（小学校，中学校・高等学校） 

    
 

③大学・短期大学・専修学校 

 

ア 大学等において消費者教育・啓発に取り組む際の課題 
     大学等において消費者教育・啓発に取り組む際の課題については，「他

に優先課題があり時間が取れない」が50.7％と最も多く，次いで「指導

者や講師となる人材がいない」(26.1％)，「研修や講座を運営する体制

が取れない」(23.2％)となっています。（図表２５） 
 

【図表 25】消費者教育・啓発に取り組む際の課題 
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  イ 大学等において消費者教育・啓発で特に力を入れて取り組むべき分野 

     大学等において消費者教育・啓発で特に力を入れて取り組むべき分野

については，「携帯電話・インターネットに関するトラブルとその対処

法」が91.3％と最も多くなっています。次いで，「悪質商法とその対処

法」(73.9％)，「契約のルールやクーリング・オフなどの制度に関する

こと」(66.7％)となっています。（図表２６） 
 
 

【図表 26】消費者教育・啓発で特に力を入れて取り組むべき分野 
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（２）市政アンケート調査 

 

福岡市では，本市の施策や事業の推進の参考とするため，市政アンケート調

査を実施しており，その中で消費者教育や消費者被害の防止について，調査を

行いました。 
 
調査の概要 

 平成29年度  平成30年度  

調査期間  平成29年8月25日～9月8日  平成30年9月25日～10月9日  

調査対象者  福岡市内に居住する満18歳以上の男女  

調査数  625件  624件  

回答数  557件  569件  

有効回答率  89.1％  91.2％  

  
 ア 消費者トラブルに遭わないために気を付けていること 

消費者トラブルに遭わないために気を付けていることについては，「不審

なメール・はがきなどには反応しない」が91.4％と最も多く，次いで「電話

の勧誘や訪問販売には応じない」（89.6％），「広告やうわさをうのみにしない」

（70.0％）の順となっています。（図表２７） 
  

 【図表27】消費者トラブルに遭わないために気を付けていること（平成29年度） 
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  イ 消費者トラブルに遭わないための注意喚起情報の入手先 

   消費者トラブルに遭わないための注意喚起情報の入手先については，「テ

レビ・ラジオ」が 88.3％と最も多く，次いで「家族・友人・知人」(53.5％)，
「行政広報紙（市政だよりなど）」(46.0％)の順となっています。（図表２

８） 
アンケート結果を年代別に見ると，「18～29歳」では「ＳＮＳ（ラインや

フェイスブックなど）」が第2位に，40代までは「インターネット情報（公

的機関以外）」が上位3位までに入っているのに対し，50代以上では上位3位
までに「インターネット情報（公的機関以外）」が入っておらず，「行政広報

紙（市政だよりなど）」が入っています。（図表２９） 
 

【図表28】消費者トラブルに遭わないための注意喚起情報の入手先（平成29年度）  
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【図表29】消費者トラブルに遭わないための注意喚起情報の入手先・年代別上位３項目（平成29年度）  
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ウ 消費生活センターからの提供を希望する情報 

   知りたい消費者向けの情報については，「悪質商法の手口や対処法」

（52.0％），「携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブル

とその対処法」（49.9％），「契約のルールやクーリング・オフなどの制度に関

すること」（43.1％），「クレジットの仕組みや消費者金融などの利用に関する

トラブルとその対処法」（36.0％）の順となっています。（図表３０） 
 
  
【図表30】消費生活センターからの提供を希望する情報（平成30年度） 
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携帯電話・スマートフォン・インターネットに関する
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契約のルールやクーリング・オフなどの制度に関すること

クレジットの仕組みや消費者金融などの利用に関する
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生活設計に基づいた健全な家計運営に関すること

環境保全など環境に配慮した商品取引に関すること

その他

特にない

無回答

Ｎ＝569
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エ 若年者のトラブル防止対策 

    若年者の消費者トラブルを防止するために重要だと思うことについては，

「学校における消費者教育の充実」が66.4％と最も多く，次いで「家庭にお

ける消費者教育の充実」(61.9％)，「若年者が被害に遭わないための具体的

な情報提供や注意喚起」(47.5％)の順となっています。（図表３１） 
 
【図表31】若年者のトラブル防止対策（平成30年度） 
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４ 課題 

 

（１）様々な担い手が連携した消費者教育の推進 

消費者をめぐる環境は年々複雑化し，高齢者などの配慮を要する消費者の

被害の未然防止や，「自ら考えて行動する」自立した消費者の育成のための

消費者教育を行うためには，行政だけでなく，地域，学校，事業者などの様々

な担い手が情報共有し，相互に連携して取り組むことが必要です。また，専

門家の団体や事業者団体もそれぞれのノウハウを活かして消費者教育に取り

組んでおり，これらの団体との連携も強化していく必要があります。 

 

（２）児童・生徒及び若年者に対する消費者教育の推進 

児童・生徒における消費者教育は，小・中・高等学校の各教科で，それぞ

れの発達段階に応じて，学習指導要領に基づき行われています。 

新たに実施される学習指導要領では，成年年齢の引下げを見据え，未成年

者取消権，クーリング・オフ制度，消費者被害の防止について学習するなど，

消費者教育の更なる充実が図られており，引き続き系統的・体系的に推進す

ることが必要です。 

また，学校における消費者教育が効果的に実施されるよう，授業で活用で

きる教材の提供や活用事例の紹介，教員のスキルアップを図る研修，外部講

師を活用した消費者講座の開催などの支援を行っていく必要があります。 

社会経験が少ない若年者を狙って勧誘等を行う悪質事業者との消費者トラ

ブルが発生していることから，大学・短期大学・専門学校における消費者講

座の開催などの消費者教育を推進していく必要があります。ＳＮＳによるコ

ミュニケーションの普及など，情報通信技術の発達に伴い若年者の生活スタ

イルが変化していることを踏まえ，若年者に対する効果的な情報発信の方法

を工夫していく必要があります。 

 

（３）高齢者・障がいのある人への情報提供・注意喚起の推進と見守りの強化  

高齢社会が進展し，高齢者の単独世帯の増加が見込まれる中，高齢者の健

康や生活の不安に付け込んだり，そのときどきの話題を巧みに勧誘に用いた

りする悪質商法等の手口は複雑化・巧妙化していることから，高齢者に対す

る情報提供・注意喚起などの消費者教育を強化する必要があります。また，

周囲に相談できる人がいない場合や被害にあっても周囲に相談しない場合も

あると考えられることから，地域における見守りの活動が重要となっていま

す。 

障がいのある人への情報提供・注意喚起については，身体，知的などの障

がいの状況に配慮して適切な方法により行うことが必要であり，家族など周

囲の人からの相談が多い状況からみて，気軽に相談できる人が身近にいるこ
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とが重要です。 

このように高齢者，障がいのある人等の消費者被害を防止していくために

は，高齢者等と接する機会が多い民生委員，地域包括支援センター職員，地

域団体などによる，地域における見守りのネットワーク活動との連携を強化

していく必要があります。また，見守りを行う人に対する情報提供などの支

援を行っていく必要があります。 

 

（４）高度情報通信社会への対応  

インターネットの利用者の増加に伴い，デジタルコンテンツ，インターネ

ット接続回線，携帯電話などの通信サービスに関する相談が年代を問わず多

く寄せられています。また，販売購入形態別でもインターネットによる通信

販売の相談が増加していることから，インターネットの利用に潜む危険性や

コンピューターセキュリティの必要性に対する消費者教育を更に進める必要

があります。また，一人一人が情報の発信者ともなる高度情報通信社会にお

いては，収集した情報等を主体的・能動的に吟味し，適切に活用する能力（情

報リテラシー）の向上を図り，他者の権利にも配慮するなど，情報モラルを

高めていく必要があります。 

 

（５）消費者市民社会の形成に参画する消費者の育成 

従来の消費者教育では，消費者被害の未然防止と被害の拡大防止，被害の

回復に重点が置かれてきました。 

国の「基本方針」では，今後の消費者教育について，「自立した消費者であ

るためには，まず被害に遭わない消費者であること，そして合理的意思決定

ができる消費者であることが必要であるが，これに加え社会の一員として，

より良い市場とより良い社会の発展のために積極的に関与するという点でも

自立した消費者を育成する教育である。」と示されています。 

消費者は，自らの消費行動が環境や社会に影響を与えることができること

を認識し，「人や社会，環境に配慮した消費行動」である「エシカル消費（倫

理的消費）」に取り組むことが必要です。エシカル消費は持続可能な開発目標

（SDGｓ）の達成に寄与するものであり，消費者が消費者市民社会の形成に向

けた消費行動を主体的に行えるよう，環境教育，食育，国際理解教育などと

あわせて消費者教育を推進する必要があります。 
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注３：「ダイバーシティ」… 性別や人種の違いに限らず，年齢，性格，学歴，価値観などの多様性   

を受け入れ，広く人材を活用しようという考え方。 

注４：「フェアトレード」… 発展途上国の作物や製品を適正な価格で継続的に取引し，生産者や 

労働者の生活改善と自立を支え，生産地の環境を保全する貿易のこと。 

注５：「動物福祉」… 人間が動物に対して与える痛みやストレスといった苦痛を最小限に抑え，動  

物の感じる苦痛の回避・除去などに極力配慮しようとする考え方。  

注６：「エシカルファッション」… 環境・労働者・社会に配慮したファッションのこと。 

「エシカル消費（倫理的消費）」とは 

  

消費者それぞれが各自にとっての社会的課題の解決を考慮したり，そうした

課題に取り組む事業者を応援しながら消費活動を行うことです。 

配慮の対象とその具体例 

人 障がい者支援につながる商品， 

ダイバーシティ（注３）に取り組んでいる事業者の商品 

社会 フェアトレード（注４）商品，寄付付きの商品 

伝統文化の継承に取り組んでいる商品 

環境 エコ商品，リサイクル製品， 

環境ラベルが添付された商品 

地域 地産地消，被災地産品 

地域の雇用を促進している事業者の商品 

動物福祉（注５），エシカルファッション（注６） 

  

ここでの消費活動とは，次のような行動を含みます。 

 ●商品やサービスの購入に加え，それに関する情報の発信や収集， 

廃棄方法を検討すること 

（具体例） 

 情報発信の例：フェアトレード商品の情報をＳＮＳなどに発信する 

 廃棄の例：資源ごみの分別，衣類のおさがり，家電のリサイクル など                            

 ●余分な商品やサービスを購入しない，受け取らないなどの行動 

  （具体例） 

   食品ロス防止のため使い切れる分だけ購入する 

   すぐ使う食品は賞味期限の近いものを選ぶ 

   マイバッグ・マイ箸・マイボトルなどを持ち歩く 

   必要に応じて贈答品の簡易包装を選択する など 
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１ 消費者教育が育むべき力 

  国の基本方針においては，消費者教育の対象領域を「消費者市民社会の構築」

「商品等やサービスの安全」「生活の管理と契約」「情報とメディア」の４つ

に分類し，下表のとおり，対象領域ごとに消費者教育が育むべき力を定めてい

ます。 

  市においては，これを基本に据えて様々な取組みを推進していきます。 

 

国の基本方針における対象領域と消費者教育が育むべき力 

 

対象領域 消費者教育が育むべき力 

消費者市民

社会の構築 

・ 自らの消費が環境，経済，社会及び文化等の幅広い分野において，他

者に影響を及ぼし得るものであることを理解し，適切な商品やサービスを

選択できる力 

・ 持続可能な社会の必要性に気付き，その実現に向けて多くの人々と協力

して取り組むことができる力 

・ 消費者が，個々の消費者の特性や消費生活の多様性を相互に尊重しつ

つ，主体的に社会参画することの重要性を理解し，他者と協働して消費

生活に関連する諸課題の解決のために行動できる力 

商品等や 

サービスの

安全 

・ 商品等やサービスの情報収集に努め，内在する危険を予見し，安全性に

関する表示等を確認し，危険を回避できる力 

・ 商品等やサービスによる事故・危害が生じた際に，事業者に対して補償

や改善，再発防止を求めて適切な行動をとることができる力 

生活の管理

と契約 

・ 適切な情報収集と選択による，将来を見通した意思決定に基づき，自ら

の生活の管理と健全な家計運営をすることができる力 

・ 契約締結による権利や義務を明確に理解でき，違法・不公正な取引や勧

誘に気付き，トラブルの回避や事業者等に対して補償，改善，再発防止

を求めて適切な行動をとることができる力 

情報と 

メディア 

・ 高度情報化社会における情報や通信技術の重要性を理解し，情報の収

集・発信により消費生活の向上に役立てることができる力 

・ 情報，メディアを批判的に吟味して適切な行動をとるとともに，個人情報

管理や知的財産保護等，様々な情報を読み解く力を身に付け，活用でき

る力 

 

 

 

 

第３章 消費者教育推進の基本的な方向性 
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２ ライフステージに応じた体系的な実施 

国の基本方針において，消費者教育は，幼児期から高齢期までのライフステ

ージごとに，各段階の消費者の状況に応じて行わなければならないとされてい

ます。 

また，家庭，学校，地域，職場等様々な場において，それぞれのライフステ

ージの特徴に応じた効果的な教育を行うためには，行政，消費者，事業者など

の様々な主体が消費者教育のイメージを共有することが重要です。      

そこで，対象領域ごと，発達段階ごとの学習目標を理解し，ライフステージ

に応じた教育内容についての共通認識を持つための参考とするため，「消費者

教育の体系イメージマップ」（以下「イメージマップ」という。）が示されて

います。 

   市においては，この「イメージマップ」を活用し，消費者が体系的に消費者

教育を受ける機会の充実を図ります。 

 

 

           消費者教育の体系イメージマップ 
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３ 消費者の特性に対する配慮 

   消費者には，年齢，性別，障がいの有無のほか，消費生活に関する知識の量，

就業の状態等，居住形態，時間的余裕の有無，情報通信機器の利用可能の状況

など，それぞれの特性が考えられます。 

   消費者被害は，年齢層ごとに特徴があるなど，これらの特性によっては，消

費者問題が深刻化することもあり，消費者教育は消費者の特性に配慮をしなが

ら行うことが必要です。    

  特に，民法改正により成年年齢が引き下げられることから，児童・生徒およ

び若年者に対しては，学校において，学習指導要領に基づいた知識や技能を身

に着ける実践的な消費者教育のために学習の工夫等を進めるとともに，学校以

外の場でも様々な機会をとらえて消費者教育の充実を図ることが求められま

す。 

   また，高齢者の消費者教育については，高齢者においても年齢に幅があり，

生活状況や活動の状況は様々であるほか，加齢による判断力や身体的能力等の

低下は個人個人によって違いがあることから，高齢者の消費者教育・啓発につ

いては，こうした高齢者の多様性を踏まえた一層の工夫が必要となります。 

   さらに，身体障がい，知的障がい，精神障がい，発達障がいなどの障がいが

ある消費者に対しては，障がいの特性に応じた適切な方法による情報の提供そ

の他の必要な施策を講じることも求められています。中でも，高齢者や障がい

のある人など生活に支援が必要な人に対しては，その支援者等見守りを行う人

などに対する働きかけが重要となります。 

    

４ 様々な担い手による連携・協働 

   誰もが，どこに住んでいても，生涯を通じて，様々な場で，消費者教育を受

けることができるようにするためには，行政だけではなく，地域の団体，学校，

事業者，事業者団体，消費者団体，弁護士をはじめとした専門家などの様々な

担い手が消費者教育に携わることが期待されます。 
     そして，それぞれが単独で取り組むよりも，お互いの連携・協働を意識しな

がら取組みを進めていくことが消費者教育の推進にはより効果的です。家庭の

保護者，地域の団体，学校において子どもなどの消費者トラブルの情報が共有

されることは被害の未然防止・拡大防止につながります。   
また，高齢者等の見守りに関しては，行政における福祉部門と消費者行政部

門との連携，さらに地域の団体，事業者，消費生活サポーターなどの相互の連

携を図ることも必要です。消費者被害の防止の活動を行う事業者団体や専門家

の団体についても連携の取組みを行う中で，より多くの消費者との接点が生ま

れ，活動が充実すると考えられます。 
市においては，新たな担い手が消費者教育に参画されるよう連携の輪をひろ

げるためにコーディネイト機能を強化していきます。 
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なお，既に消費者教育を行っている担い手に対しては，その取組みの充実が

図られるよう，消費者教育の実践的な取組事例の紹介などにより支援をすると

ともに，本市を含めた担い手相互の連携強化に努めます。 
    

 

 
 

５ 他の消費生活に関連する教育と消費者教育との連携促進 

推進法では，環境教育，食育，国際理解教育その他の消費生活に関連する教

育に関する施策との有機的な連携を図ることとされています。これらの教育の

目的，内容はそれぞれ異なるものですが，消費者の自立を支援し，消費者市民

社会の形成に参画することの重要性について理解と関心を深める消費者教育

と重なる部分も少なくなく，連携して取り組むことで相乗効果をもたらすもの

と考えられます。 

環境教育は，世界で地球温暖化やプラスチックごみなどが大きな問題となっ

ている中，一人ひとりの生活が環境に及ぼす影響について理解を深めるものと

いえます。食育は，市民が生涯にわたって健全な心身を培い，豊かな人間性を

 

・消費生活相談の受付・助言等 

・関係所管相互間の連携 

・担い手のスキルアップへの支援 

・取組事例の紹介 

 

・消費者トラブルの回避      

・講座への参加とその 

情報伝達 

・広報紙などによる 

情報提供 

・消費者講座の実施 

（出前講座の活用） 

・従業員への消費者教育の

実施 

・消費者講座の実施 

・学習指導要領に基づく

指導 

・教職員への研修等 

行 政 
（消費生活センター・  

市関係部局・警察等）  

様々な担い手との連携 

市民(消費者)・家庭 地 域 

事業者・事業者団体 学 校 
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育むことを目的としていますが，食に関する「もったいない」という意識の涵

養，地産地消の推進といった持続可能な社会の形成を目指す消費者教育の課題

と重なっています。国際理解教育は，社会経済の国際化の進展に合わせ，海外

の文化や外国の人々への理解を深めることを通じて，環境や貧困など地球規模

の社会問題を考えていくことにつながる点で，消費者教育の課題と重なってい

ます。 

市においては，環境教育は「福岡市環境教育・学習計画」，食育は「福岡市

食育推進計画」に基づきそれぞれ実施しており，環境教育，食育，国際理解教

育などの消費生活に関連する教育を所管する部署，関係機関・団体との連携を

図りながら，「持続可能な開発目標（SDGｓ）」の実現を目指して，消費者教育

の効果的な推進に努めます。 

 

SDGs と消費者教育との主な関わり  
SDGｓの持続可能な開発目標は，消費者教育と次のように関わります。 
国の基本方針における消費者教育の対象領域を【】で示しています。 

関連する目標 消費者教育との関わり  

1.貧困をなくそう 【生活の管理と契約】  

・収支管理の方法や生活設計に関する知識の習得する  

・契約の仕組みやルールを理解し，トラブル解決のための法律や制度，  

  相談機関の利用など，トラブル対応能力を高める 

3.すべての人に  

健康と福祉を  

4.質の高い教育を  

みんなに  

 
     

【消費者市民社会の構築】【商品等やサービスの安全】【情報とメディア】  

・国際理解教育との連携を図り，文化の多様性や人権に配慮した取組みを 

推進する  

・高度情報化社会における情報や通信技術の重要性を理解し，消費生活を  

  向上させるとともに，情報モラルを身につける  

・商品などの安全性に関する表示等を確認し，危険を回避する  

・消費者教育の担い手を育成し，多くの人の学習の機会を促進する  

12.つくる責任  

 つかう責任  

 
 

【消費者市民社会の構築】  

・環境教育や食育との連携を図り、廃棄物の削減，食品ロスの削減に  

取り組む  

・エシカル消費への理解を深め，実践する 

14.海の豊かさを守ろう  

15.陸の豊かさも守ろう  

 

【消費者市民社会の構築】  

・環境教育や国際理解教育との連携を図り、世界的な自然環境破壊の実態

や国際社会の現状を把握し、持続可能な消費生活を促す活動に取り組む  

・自らの消費行動を多面的に振り返り、自然環境や社会的環境に与える影

響について慎重に考え，多様な価値観を受容できる力の醸成を目指す 
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１  重点目標  

 
   

（ 1）学校（小・中・高等学校・特別支援学校）での取組みの推進  

小学校・中学校・高等学校・特別支援学校においては，学習指

導要領に基づき，社会科，家庭科，技術・家庭科，総合的な学習

の時間などで，児童・生徒の発達段階を踏まえた消費者教育を行

っています。  
平成 29 年及び 30 年に公示された新しい学習指導要領の社会科，

家庭科，技術・家庭科等の各教科において，消費者教育に関する

内容が引き続き規定されるとともに，その内容が更に充実され，

令和 2 年度以降順次実施されていきます。  
学校では，消費者トラブルに巻き込まれない知識を身に付ける

だけでなく，社会において消費者として主体的に判断し，責任を

持って行動できる能力を育むよう，実践的な消費者教育が必要で

す。   
教育委員会においては，学習指導要領に基づき，各教科等にお

いて一層充実した消費者教育を行うとともに，市民局（消費生活

センター）において，それを支援する取組みなどを進めていきま

す。    
 

（ 2）成年年齢引下げを踏まえた若年者に対する消費者教育の強化    

      大学生等は，社会との関係も深まり，親元から離れて自立した

生活をしたり，契約の主体となる機会が増えて，経済活動の範囲

が拡大する一方，社会的経験が乏しく消費者トラブルに巻き込ま

れる危険性が高いと考えられます。若年者からの相談のうち，成

年に達する 20 歳， 21 歳からの相談件数は， 20 歳未満の相談件数

と比べて大幅に増加しています。     

現在の 20 歳成年年齢の下では，大学等への在学中に多くが成年

に達し，消費者としての権利や責任が大きく変化する時期に当た

ります。また，令和４年に成年年齢が 18 歳に引き下げられると，

学生は，これまでと比較してもさらに社会的経験が少ない時期か

ら一人の成年として消費生活を営むことが求められます。  

      そのため，大学，短期大学，専門学校などで若年者向けの消費

第４章  消費者教育推進上の重点目標と具体的な取組み  

児童・生徒及び若年者に対する消費者教育の推進 重点目標１  
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者講座を実施し，消費者被害の未然防止・拡大防止に努めます。    
また，各学校へメールによる注意喚起情報を配信するなど，迅

速な情報提供を行います。  
 
 
 
 

 
高齢者の消費者トラブルには，「お金」「健康」「孤独」の 3 つの

不安に付け込まれることや，日中に在宅している割合が高いこと

から，訪問販売や電話勧誘販売の被害に遭いやすいなどの特徴が

あります。社会とのつながりが薄くなってしまい，消費者トラブ

ルに遭っても知人や関係機関に相談をせず，なかなか表面化しな

い場合もあります。  
高齢者と一言で言っても，個々の高齢者の状況は様々です。加

齢に伴い行動力や情報収集力の低下が生じ，周囲の人々の援助が

必要となる場合も多くなります。他方，インターネットやスマー

トフォンを積極的に利用し，これらの新しいテクノロジーに不慣

れなことが一因となって消費者トラブルに巻き込まれる場合もあ

ります。  
また，消費生活センターに寄せられる障がいのある人の消費生

活相談では，障がいのある人本人以外から寄せられるケースが４

割程度を占めていることから，実際にはより多くの障がいのある

人が被害に遭っていることが想定されます。特に，知的障がいが

ある人は，知らない人とのコミュニケーションを苦手としている

人が多く，その場で的確な判断や対応ができにくい場合があるた

め，悪質商法の被害に遭いやすい傾向があります。  
こうしたことから，高齢者，障がいのある人等に対する消費者

教育の取組みを推進するとともに，高齢者，障がいがある人等の

日常を支援している福祉関係者等との連携を強化し，消費者被害

の未然防止・拡大防止に努めます。また，ボランティアである消

費生活サポーターや消費生活事業者サポーターとも連携し，啓発

活動や見守り活動を強化します。  
 
 
 
 

高齢者･障がいのある人等に対する消費者教育の推進と 

見守りの強化 
重点目標２  
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近年，デジタルコンテンツ，インターネット接続回線，携帯電

話サービスなど，インターネットに関連する商品・サービスでの

相 談 が 多 く 寄 せ ら れ て い ま す 。 キ ャ ッ シ ュ レ ス で の 支 払 方 法 が

次々に登場する中，架空請求の事案では，悪質業者が，消費者か

らプリペイドカード番号を聞き出すなどして電子マネーの価値を

不正に取得する被害が発生しています。携帯電話やパソコンに届

く電子メールや SMS による架空請求では，事業者からの正式のメ

ールと思い込ませるなどの偽装テクニックが巧妙化し，注意を払

っている消費者でも騙されてしまう場合があります。また，イン

ターネットの通信販売では，副業・投資などで高額収入を簡単に

得られるためのノウハウと称する「情報商材」を購入する契約を

した消費者からの相談が増えています。  

今後も情報通信に関する技術革新とその商用化に伴い，新たな

商品・サービスが消費者に提供されるとともに，決済手段の多様

化も同時に進行し，さらに複雑な形態の取引が生み出されていく

と考えられることから，これらに関する新たな消費者トラブルの

発生も予想されます。高度に複雑化する取引においては，消費者

と事業者の格差は拡大し，トラブルを消費者だけで解決するのは

一層難しくなると考えられます。  

市においては，このような情報通信社会の進展に伴う消費者ト

ラブルを防止するため，消費者トラブルに関する最新情報を提供

するとともに，インターネットに関するトラブルや詐欺的商法に

ついての講座を行います。また，小学校・中学校・高等学校にお

いては，情報モラル教育を推進します。  

     

 
 

誰もが，どこに住んでいても，生涯を通じて，学校，地域，職

場などの様々な場で，消費者教育を受けることができるようにす

るためには，それぞれの場において，消費者教育の担い手を育成

していくことが必要です。  
小学校・中学校・高等学校・特別支援学校の教員には，消費者

教育の推進役としての役割が期待されているところであり，市に

おいては，教員の研修を行うことなどによりその指導力の向上を

高度情報通信社会に対応した消費者教育の推進 重点目標３  

消費者教育に携わる担い手の育成 重点目標４  
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図ります。また，大学・短期大学・専門学校等では，学生と日常

的に接する教職員が消費者教育も担っていることから，大学等と

の連携を強化して，消費者トラブルに関する最新情報を提供する

ことにより，教職員の指導力の向上を支援します。  
市においては，平成 18 年度から，地域において，悪質商法のト

ラブル事例や対処法を伝達し，高齢者等の消費者被害防止を図る

市民ボランティアである消費生活サポーターを育成し，その消費

者教育の取組みを支援してきました。より多くの校区・地区に消

費生活サポーターが生まれるよう，民生委員・児童委員協議会，

老人クラブ連合会などと協力しながら登録を呼びかけていきます。

また，平成 29 年度から，社会貢献活動を行う意欲のある事業者を

対象とした消費生活事業者サポーター制度を創設し，高齢者等の

見守りや啓発活動に携わっていただいています。今後とも，事業

者に働きかけ，消費者教育の担い手の拡大に努めます。  
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２  重点目標ごとの取組目標              

重点目標  取 組 目標  測定  現状値  
（平成 30 年度） 

目標値  
（令和 6 年度） 

重点目標１  

児 童 ・ 生 徒 及

び 若 年 者 に 対

す る 消 費 者 教

育の推進  

児 童・生 徒 及 び

若 年 者 対 象 の

消 費 者 講 座 の

実 施 回数   

◇ 消 費 生 活 セ ン タ ー

の事業実績  
73 回 /年  120 回 /年  

重点目標２  

高 齢 者 ・ 障 が

い の あ る 人 等

に 対 す る 消 費

者 教 育 の 推 進

と 見 守 り の 強

化  

消 費 生 活 サ ポ

ー タ ー を 有 す

る 校 区・地 区 数  

◇ 消 費 生 活 セ ン タ ー

の事業実績  
108  

校 (地 )区  
150  

校 (地 )区  

消 費 生 活 事 業

者 サ ポ ー タ ー

の 登 録数  

◇ 消 費 生 活 セ ン タ ー

の事業実績  
16 事業者  40 事業者  

障 が い の あ る

人 や 支 援 者 な

ど を 対 象 と す

る 講 座 の 実 施

回 数  

◇ 消 費 生 活 セ ン タ ー

の事業実績  5 回 /年  10 回 /年  

重点目標３  

高 度 情 報 通 信

社 会 に 対 応 し

た 消 費 者 教 育

の推進  

イ ン タ ー ネ ッ

ト ト ラ ブ ル 防

止 に 関 す る 消

費 者 講 座 の 実

施 回 数   

◇ 消 費 生 活 セ ン タ ー

に よ る 各 局 調 査 の

実績合計  
 

3 回 /年  30 回 /年  

通 信 販 売 に ク

ー リ ン グ オ フ

制 度 が な い こ

と の 認知 度  

◇市政アンケート  
「 通 信 販 売 に は ，

法 律 上 ク ー リ ン グ

オ フ 制 度 が な い こ

と を 知 っ て い る

人」の割合  

46 .7％  60 .0％  

重点目標４  

消 費 者 教 育 に

携 わ る 担 い 手

の育成  

〈 再 掲〉  
消 費 生 活 サ ポ

ー タ ー を 有 す

る 校 区・地 区 数  

◇ 消 費 生 活 セ ン タ ー

の事業実績  
108  

校 (地 )区  
150  

校 (地 )区  

〈 再 掲〉  
消 費 生 活 事 業

者 サ ポ ー タ ー

の 登 録数  

◇ 消 費 生 活 セ ン タ ー

の事業実績  
16 事業者  40 事業者  
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３  具体的な取組  

 （１）施策の体系                           
基本施策  施策の柱  主な取組み  

Ⅰ様々な場に

おけるライ

フステージ

に対応した

消費者教育

の推進  

１学校等にお

け る 児 童 ･

生 徒 ･ 若 年

者への消費

者教育の推

進  

(1)幼稚園・保育

所（園）にお

ける消費者教

育の推進  

○幼児向け啓発資料の  

作成・提供【新規】  

○ 幼 稚 園 ・ 保 育 所（ 園 ） へ

の啓発情報の配信  

(2)小学校等にお

ける消費者教

育の推進  

 

★重点目標１  

 

○ 小 ・ 中 ・ 高 等 学校 ・ 特 別

支 援 学 校 へ の 出 前 講 座 の

実施  

○ 授 業 支 援 の た めの 教 材 の

提供や活動事例の紹介  

○ イ ン タ ー ネ ッ ト等 に お け

る ト ラ ブ ル 防 止 の 教 育 の

実施  

(3)大学等におけ

る消費者教育

の推進  

 

★重点目標１  

○大学生等を対象とした  

出前講座の実施  

○ 消 費 者 被 害 の 最新 情 報 の

提供  

○ 学 生 と の 協 働 によ る 啓 発

資料の作成【新規】  

２地域等にお

ける消費者

教育の推進  

(1)地域の多様な

担い手と連携

した消費者教

育の推進  

○ 消 費 者 教 育 に 関す る 出 前

講座の実施  

○ 消 費 者 教 育 ・ 啓発 に 関 す

る資料の貸出・提供  

○ 消 費 者 教 育 講 座等 の 講 師

リストの作成【新規】  

(2)高齢者，障が

いのある人等

に対する見守

りの推進と支

援者に対する

消費者教育の

推進  

★重点目標２  

○ 高 齢 者 や 障 が いの あ る 人

と そ の 見 守 り を 行 う 人 を

対 象 と し た 出 前 講 座 等 の

実施  

○ 高 齢 者 ・ 障 が いの あ る 人

向けの啓発資料の配布等  

○ 地 域 包 括 支 援 セン タ ー 職

員との意見交換会  

(3)家庭における

消費者教育の

推進  

○ 保 護 者 向 け 子 ども の 事 故

に関する出前講座の実施  

○夏休み親子講座の実施  

○ 子 ど も の 消 費 に関 わ る 事

故防止のための情報発信  

○ 子 ど も プ ラ ザ 等へ の 啓 発

資料の提供  

３職域におけ

る消費者教

育の推進  

(1)職域における

消費者教育の

推進  

○従業員向け研修等の支援  

○ 消 費 生 活 事 業 者サ ポ ー タ

ーの活動支援  
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基本施策  施策の柱  主な取組み  

Ⅱ高度情報通

信社会に対

応した消費

者教育の推

進  

１高度情報通

信社会に対

応した消費

者教育の推

進  

(1)高度情報通信

社会に対応し

た消費者教育

の推進  

 

★重点目標３  

○ ネ ッ ト ト ラ ブ ルに 関 す る

出前講座の実施  

○情報モラル教育の推進  

○ 通 信 事 業 者 と 協働 し た ネ

ッ ト ト ラ ブ ル 防 止 の 市 民

講座の実施  

○ ネ ッ ト ト ラ ブ ルに 関 す る

最新情報の提供  

Ⅲ消費者教育

の担い手育

成  

１学校におけ

る人材育成  

(1)小学校等にお

ける教員の指

導力の向上  

○教員に対する研修の実施  

○ 学 校 現 場 で 活 用で き る 啓

発資料や教材の提供  

(2)大学等におけ

る教職員の指

導力の向上  

○ 大 学 等 で 活 用 でき る 啓 発

資料や教材の提供  

２地域等にお

ける担い手

育成  

(1)市民の担い手

の育成と支援  

★重点目標２  

★重点目標４  

○ 消 費 生 活 サ ポ ータ ー の 育

成と支援  

○ 消 費 生 活 事 業 者サ ポ ー タ

ーとの連携と支援          

(2)事業者におけ

る消費者教育

の取組みの活

用  

○ 事 業 者 ・ 事 業 者団 体 等 が

提 供 し て い る 講 座 等 情 報

の ホ ー ム ペ ー ジ で の 紹 介

【新規】  

Ⅳ持続可能な

開 発 目 標

(SDGs)の実

現を意識し

た消費行動

の促進  

１持続可能な

開 発 目 標

(SDGs)の 実

現を意識し

た消費行動

の促進  

(1)持続可能な開

発 目 標 (SDGs)

の実現を意識

した消費行動

の促進  

○ エ シ カ ル 消 費 の啓 発 事 業

【新規】  

○ 関 連 す る 消 費 者教 育 情 報

の ホ ー ム ペ ー ジ で の 紹 介

【新規】  

○環境教育の推進  

○食育の推進  
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 （ 2）個別の施策  

 

  基本施策Ⅰ  様々な場におけるライフステージに対応した  

消費者教育の推進  
     

  １  学校等における児童・生徒・若年者への消費者教育の推進  

 

（１）幼稚園・保育所（園）における消費者教育の推進  

      幼児期の子どもたちは，生活のあらゆる場面でのいろいろな気

付きの体験を通して家族や身の回りの物事に関心を持ち，それを

経験として学びます。幼稚園や保育所（園）は，それぞれ幼稚園

教育要領，保育所保育指針に基づき，教育や保育を行っています

が，その中ですでに消費者教育は始まっています。  
  子どもたちは家庭だけでなく，幼稚園や保育園などでも，人と

の関係や社会のルールの大切さを学んでいきます。将来，社会の

一員として生活するために必要となる自分を管理する力や，危険

を察知する能力，事故を回避する能力の基礎など，生活するため

の力を育てることは消費者教育としての面もあり，次の段階であ

る小学校での教育へと継続されていきます。  
   子どもたちに，それを教えているのは，身近にいる保護者や先

生などの大人であることから，その大人たちに働きかけることは

とても重要です。  
   市においては，幼稚園，保育所（園）に幼児向け啓発資料や子

どもの安全に関する情報を提供します。  
    

【主な取組み】  
取組項目  概要  所管局  

幼 児 向 け 啓 発 資 料 の

作成・提供【新規】  

生 活の中 で必要 なお 金や物 の大切 さ

な ど基本 的な消 費者 力を身 に付け る

ため，幼児向けの啓発資料を作成し，

市 内の幼 稚園や 保育 所（園 ）に提 供

します。  

市民局  

幼稚園・保育所（園）

への啓発情報の配信  

子 ど も に 関 す る 消 費 者 被 害 に つ い

て ， 最 新 の 情 報 を 幼 稚 園 や 保 育 所

（園）へメール等で配信します。  

 
市民局  
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（２）小学校等における消費者教育の推進  ★重点目標１  

    教育委員会においては，学校に新たな学習指導要領の趣旨の周

知・徹底を図り，社会科や家庭科を中心に各教科等において，児

童生徒の発達の段階に応じ一層充実した消費者教育を行います。

また，食育や環境教育，国際理解教育など消費者教育の重要な要

素となる関連の教育についても取組みを進めます。さらに，イン

ターネット等を介したトラブルの低年齢化が進んでいることから，

情報や機器の正しい利用方法や危険性の認識について指導を行い

ます。  
   市民局においては，小学校・中学校・高等学校・特別支援学校

における消費者教育が効果的に実施されるよう，消費者教育教材

の提供，講師の派遣，若年者に特徴的な消費者トラブルについて

の注意喚起情報の提供などを行うことにより支援を行います。  
 
【主な取組み】  

取組項目  概要  所管局  

小・中・高等学校・特

別 支 援 学 校 へ の 出 前

講座の実施  

学校の授業の中で，消費者被害防止

のための出前講座を実施します。  市 民 局  

授 業 支 援 の た め の 教

材 の 提 供 や 活 動 事 例

の紹介  

学校での授業を支援するため，消費

者被害の防止に関する教材の提供や

活用事例の紹介を行います。  
市 民 局  

イ ン タ ー ネ ッ ト 等 に

お け る ト ラ ブ ル 防 止

の教育の実施  

インターネット等を介した児童・生

徒の消費者被害を防止するため，情

報や機器の正しい利用方法や危険性

についての認識などについて児童・

生徒への指導や保護者への啓発を行

います。  

教育委員会 

 
（３）大学等における消費者教育の推進  ★重点目標１  

大学・短期大学・専門学校では，入学時や卒業時におけるガイ

ダンスの場での講話や構内でのポスター掲示などにより消費者教

育を行っていますが，小学校から高等学校までの学校教育の時期

とは異なり，学生が消費者教育を受ける機会は限られています。  

   市においては，大学・短期大学・専門学校と連携して，自立し

た社会人としての消費者の育成に向け，消費生活に関する知識の

提供や，消費者教育を受ける機会を提供します。また，学生との

意見交換を行い，若年者に対する啓発が効果的なものとなるよう

改善に努めます。  
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【主な取組み】  
取組項目  概要  所管局  

大 学 生 等 を 対 象 と し

た出前講座の実施  
入 学時の ガイ ダンス 等を利 用し て出

前講座を実施します。  市民局  

消 費 者 被 害 の 最 新 情

報の提供  

若 年者に 多い マルチ 商法や エス テに

関 するト ラブ ルにつ いて， 大学 等と

連 携して ，学 校 のホ ームペ ージ への

掲 載や， 学生 宛のメ ール配 信を 行い

ます。  

市民局  

学 生 と の 協 働 に よ る

啓発資料の作成  
【新規】  

若 年者が 興味 を持ち やすい よう な啓

発 資料を ，当 事者で ある学 生と 協働

し，作成します。  
市民局  

 

 

２  地域等における消費者教育の推進  

 
（１）地域の多様な担い手と連携した消費者教育の推進  

       地域では，自治協議会や，公民館，民生委員，地域包括支援セ

ンターなどが，ふれあいサロンなど地域住民が集まる場所で消費

者トラブルに関する話をしたり，地域の人々の身近な学習の場や

交流の場である公民館などで消費者トラブルに関する研修や講座

を開催しています。地域の団体・機関は，そのほかにも啓発チラ

シの配布・回覧や会報誌に消費者に対する注意喚起の記事を掲載

するといった活動を行っています。地域の団体・機関は，そこに

暮らす高齢者とのつながりが強く，高齢者を対象とした消費者教

育において特に重要な役割を果たしています。  

市においては，地域における様々な担い手と連携して，その活

動が一層発展するよう，啓発資料を提供するとともに，地域住民

を対象とする出前講座を実施します。  

【主な取組み】  
取組項目  概要  所管局  

消 費 者 教 育 に 関 す る

出前講座の実施  

様々な担い手と連携して，市民の希

望 に 応 じ 地 域 の あ ら ゆ る 場 所 で 消

費 者 教 育 に 関 す る 出 前 講 座 を 実 施

します。  

市民局  
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消費者教育・啓発に関

する資料の貸出・提供

  

消 費 者 ト ラ ブ ル の 未 然 防 止 を 目 的

に市民に消費者教育・啓発に関する

資料の貸出や提供を行います。  
市民局  

消 費 者 教 育 講 座 等 の

リストの作成【新規】  

地域において，消費者教育に関する

多様な講座が実施できるよう，様々

な 分 野 や 団 体 の 講 座 等 の リ ス ト を

作成し，情報提供します。  

市民局  

 

 

（２）高齢者，障がいのある人等に対する見守りの推進と支援者に対

する消費者教育の推進  ★重点目標２  

     市においては，高齢者・障がいのある人等と接する機会が多い

民生委員，地域包括支援センター職員，障がい者基幹相談支援セ

ンター職員，社会福祉協議会，老人クラブなどの地域団体など，

地域における既存の見守りネットワーク活動との連携を強化して

いきます。また，消費生活サポーター・消費生活事業者サポータ

ーによる見守り活動の強化を図るとともに，サポーターと見守り

を行う関係機関・団体との連携構築を図ります。さらに，見守り

を行う機関・団体への消費者トラブルに関する情報提供などによ

り，見守り活動において情報が活かせるようにします。  
 

【主な取組み】  
取組項目  概要  所管局  

高 齢 者 や 障 が い の あ

る 人 と そ の 見 守 り を

行 う 人 を 対 象 と し た

出前講座等の実施  

高齢者や障がいのある人，また，そ

の人と日常的に接し，見守りや支援

を 行 っ て い る 人 な ど を 対 象 と し た

出前講座等を実施します。  

市民局  

高齢者・障がいのある

人 向 け の 啓 発 資 料 の

配布等  

高 齢 者 や 障 が い の あ る 人 と 接 す る

機会の多い団体・機関等に，啓発資

料 の 送 付 や メ ー ル 送 信 に よ り 情 報

提供を行います。  

市民局  

地 域 包 括 支 援 セ ン タ

ー 職 員 と の 意 見 交 換

会  

高 齢 者 の 総 合 的 な 相 談 窓 口 で あ る

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー の 職 員 と 消

費 生 活 セ ン タ ー の 消 費 生 活 相 談 員

が，消費者被害を防止するために意

見交換会を実施します。  

市民局  
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（３）家庭における消費者教育の推進  

家庭では，生涯にわたり消費者としての暮らしの基礎となる消

費者教育が行われます。保護者は，子どもに対して，金銭や物を

大切に扱うこと，携帯電話やインターネット等の使い方やルール，

食の安全や物の安全な使い方等について教えることが重要です。

一方で，インターネットや SNS の利用に関する事項など，子ども

の方が知識や経験が豊富であるために，保護者が教育に適切に関

与できない事項もあります。  
また，家族の会話の中で，年齢を問わず，消費者として必要な

情報を共有することも重要となります。  
市においては，家庭における消費者教育を支援するための情報

提供や親子で学べる学習の機会を提供します。  
 

【主な取組み】  
取組項目  概要  所管局  

保 護 者 向 け 子 ど も の

事 故 に 関 す る 出 前 講

座の実施  

子 ど も の 安 全 を 守 る た め に 子 ど も

の事故に関する出前講座（製品安全

を含む。）を実施します。  
市民局  

夏休み親子講座の  
実施  

夏休み期間中に，県金融広報委員会

と連携し，親子でお金の大切さや機

能，銀行の役割などを学ぶ講座を実

施し，家庭での金銭教育の機会を提

供します。  

市民局  

子 ど も の 消 費 に 関 わ

る 事 故 防 止 の た め の

情報発信  

市 の ホ ー ム ペ ー ジ な ど を 利 用 し ，

(独 )国民生活センターによる情報な

どを活用して，子どもの商品・製品

使 用 時 の 事 故 の 未 然 防 止 の た め 情

報を発信します。  

市民局  

子 ど も プ ラ ザ 等 へ の

啓発資料の提供  

子 ど も の 安 全 な ど を 啓 発 す る た め

に，子育て中の保護者が集まる子ど

も プ ラ ザ な ど に 資 料 を 提 供 し て い

きます。  

市民局  
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３  職域における消費者教育の推進  

 
（１）職域における消費者教育の推進  

      社会が変化し続け，新たな取引が生まれていく現代においては，

消費者は，学校教育で得た知識だけではなく，社会人として合理

的に判断し生活していくうえでも，自ら必要な情報を取捨選択し，

収集することなど継続的な知識の習得が求められています。  

消費者教育推進法では，事業者は，その従業者に対し，研修を

実施し，又は事業者団体等が行う講習会を受講させることなどを

通じ，消費生活に関する知識及び理解を深めるよう努めることと

されています。社会に出てからの消費生活に関する学びの場は少

ない状況を踏まえると，職域における消費者教育の実施が期待さ

れます。事業者が，従業者に対して行う消費者教育としては，例

えば，新入社員向けに契約のルールや生活設計・管理に係る社会

人としての基礎知識，あるいは，中高年層向けに定年退職後の生

活設計情報や注意すべき消費者トラブル事例情報などを提供する

ことが考えられます。  

市では，事業者による消費者教育の推進に向けて，消費生活に

関する情報を提供するとともに，事業者が行う研修等の講師を紹

介するなど，消費者教育の活動を支援します。また，消費生活事

業者サポーターが自らの従業者に対して行う消費者教育の活動を

支援します。  

 

【主な取組み】  
取組項目  概要  所管局  

従 業 員 向 け 研 修 等 の

支援  

従 業 員 に 向 け た 消 費 者 教 育 を 実 施

する事業者に，情報提供や講師の紹

介などの支援を行います。  
市民局  

消 費 生 活 事 業 者 サ ポ

ーターの活動支援  

消 費 生 活 事 業 者 サ ポ ー タ ー が 事 業

所 内 で 実 施 す る 消 費 者 教 育 に つ い

て支援を行います。  
市民局  
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基本施策Ⅱ  高度情報通信社会に対応した消費者教育の推進  

 

 

１  高度情報通信社会に対応した消費者教育の推進  

 

（１）高度情報通信社会に対応した消費者教育の推進  ★重点目標３   

市においては，インターネットの商品・サービスなどに関する

トラブルへの理解と関心を深め，消費者被害の未然防止を図るた

め，これらに関する最新の情報提供や啓発活動を推進します。  
消費者が，インターネットトラブルを回避するためには，悪質

事業者の手口を知ることのみならず，インターネットにおける情

報の選び方や使い方などの情報活用能力（情報リテラシー）の向

上を図ることが必要です。 SNS の利用が幅広い世代に広がり，若

年者などで SNS でのやり取りを入口としたトラブルがみられるこ

とから，相手方が信頼できる情報発信元であるかどうかを確認す

るといった心がけも必要です。このようなインターネットにおけ

る情報の適切な活用を促す啓発活動を進めます。  
さらに，個人情報・プライバシーの保護や著作権に対する正し

い知識など，自分自身の権利を守ると同時に他者の権利を侵害す

ることのないよう情報モラルを身に付ける必要があることから，

学校等において児童・生徒に対する情報モラル教育を推進し，保

護者にも情報モラルに関する関心・意識を高めてもらうため，情

報提供や啓発を行います。  
 

【主な取組み】  
取組項目  概要  所管局  

ネ ッ ト ト ラ ブ ル に 関

する出前講座の実施  

インターネットに関するトラブル

や詐欺的商法を中心とした出前講

座を実施します。  
市民局  

情報モラル教育の  
推進  

インターネットの正しい利用や危

険性について児童・生徒だけでな

く保護者に対しても情報提供や啓

発を行います。  

教育委員会 

通 信 事 業 者 と 協 働 し

た ネ ッ ト ト ラ ブ ル 防

止の市民講座の実施  

通信事業者と協働して，インター

ネットに関するトラブルを防止す

るための講座を実施します。  
市民局  
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ネ ッ ト ト ラ ブ ル に 関

する最新情報の提供  

最新のインターネットに関するト

ラブルについて，ホームページな

どで迅速に注意喚起を行います。  
市民局  

 
 

基本施策Ⅲ  消費者教育の担い手育成  

 
 １  学校における人材育成  

 
（１）小学校等における教員の指導力の向上  

               市においては，小学校・中学校・高等学校・特別支援学校の教

員が消費者教育について理解を深め，その指導力を高めることが

できるよう，研修を行うほか，消費生活センターから学校に対し，

消費者トラブルに関する最新情報の提供などを行います。   

 

【主な取組み】  
取組項目  概要  所管局  

教員に対する研修の  
実施  

教員の消費者教育 に対する理解を

深めるための研修を実施します。  教育委員会 

学校 現 場 で 活 用 で き る

啓発資料や教材の提供  

授業等で活用できる教材や，消費

者トラブルに関する最新情報を提

供し，教員の指導力の向上を支援

します。  

市民局  

 

（２）大学等における教職員の指導力の向上  

     市においては，大学等の学生の生活支援を行う部署において消

費者問題についての理解を深め，消費者トラブルに遭った学生へ

の対応力の向上が図られるよう，市と大学等との連携を図ります。 

 

【主な取組み】  
取組項目  概要  所管局  

大 学 等 で 活 用 で き る 啓

発資料や教材の提供  

学 生 に 対し て活 用で き る 教材 や ，

消 費 者 トラ ブル に関 す る 最新 情 報

を 提 供 し， 教職 員の 指 導 力の 向 上

を支援します。  

市民局  
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２  地域等における担い手育成  

 

(１）市民の担い手の育成と支援  ★重点目標２・重点目標４  

        市においては，消費生活サポーター，消費生活事業者サポータ

ーの育成に努めるとともに，消費生活サポーター相互や消費生活

事業者サポーターとの交流の機会を設けるなど，地域における活

動を支援します。  

 

【主な取組み】  
取組項目  概要  所管局  

消 費 生 活 サ ポ ー タ ー の

育成と支援  

地 域 で 活 動 す る 消 費 生 活 サ ポ ー

ターの育成を図り，サポーター相

互の交流の機会を設けるなど，そ

の活動を支援します。  

市民局  

消 費 生 活 事 業 者 サ ポ ー

ターとの連携と支援  

消 費 生 活 事 業 者 サ ポ ー タ ー と の

連携を図り，サポーター相互の交

流の機会を設けるなど，その活動

を支援します。  

市民局  

 

（２）事業者における消費者教育の取組みの活用  

        事業者には，事業者としての社会的責任（ CSR）の観点やお客様

相談室などを通じて得た消費者の声を踏まえて，自らの事業活動

の中で得られた情報で市民の消費生活に有益なものを，市民向け

講座やホームページへの掲載などにより，消費者に積極的に提供

している者も多く，こうした事業者の取組は消費者教育としても

重要です。  

市においては，事業者・事業者団体によるこうした取組みをホ

ームページで紹介することにより，消費者が消費生活に関する知

識を深める機会の増加を図ります。  

 

【主な取組み】  
取組項目  概要  所管局  

事 業 者 ・ 事 業 者 団 体 等

が 提 供 し て い る 講 座 等

情 報 の ホ ー ム ペ ー ジ で

の紹介【新規】  

事業者・事業者団体が，地域や学

校 向 け に 消 費 者 に 有 益 な 情 報 を

提供する講座・授業をホームペー

ジで紹介します。  

市民局  
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基本施策Ⅳ  持続可能な開発目標 (SDGs)の実現を意識した消費行動の

促進  

 

１  持続可能な開発目標 (SDGs)の実現を意識した消費行動の促進  

 

（１）持続可能な開発目標 (SDGs)の実現を意識した消費行動の促進  

          持続可能な開発目標 (SDGs)が目指す持続可能で平和な社会をつ

くるためには，消費者が自分だけではなく，家族，地域，社会，

地球全体のより良い姿を意識し，自らの消費行動が，社会経済情

勢や地球環境に影響を及ぼし得るものであることを自覚し，主体

的・能動的に，人や社会，環境に配慮した商品やサービスを選ぶ

ことが求められています。  

         市においては，福岡市総合計画に基づく各施策の推進により，

SDGｓの実現に取り組んでいますが，それらの施策の推進と並行し

て SDGｓの実現を意識した消費行動がなされるよう，消費者教育に

関連する教育との連携を図りながら，消費者教育を推進します。  

                日常の買い物を楽しみながら何らかの社会的課題の解決に貢献

しようとする消費行動（エシカル消費）は，その内容や程度は異

なるものの多くの消費者により行われています。エシカル消費の

具体的な実践事例の紹介などにより，消費者の積極的な参画を促し

ます。  

また，在日外国人が消費者トラブルに巻き込まれないようにするための

啓発活動に努めます。  

      

【主な取組み】  

取組項目  概要  所管局  

エ シ カ ル 消 費 の 啓 発 事

業【新規】  

持 続可 能な 社会の実 現に 向けた エ

シ カル 消費 を推進す るた めに啓 発

事業を実施します。  
市民局  

関 連 す る 消 費 者 教 育 情

報 の ホ ー ム ペ ー ジ で の

紹介【新規】  

消 費者 教育 に関連す る教 育につ い

て ホー ムペ ージで紹 介し ，持続 可

能 な社 会の 実現に向 けた 消費行 動

への理解を深めます。  

市民局  

環境教育の推進  

社 会全 体の 環境に関 する 意識の 向

上 及び 環境 保全活動 への 参加促 進

に 向け 「環 境教育・ 学習 計画」 に

基づき，環境教育を推進します。  

環境局  
教 育 委 員 会  

農 林 水 産 局  

こども未来局 
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食育の推進  

食 に関 する 関心や郷 土の 食文化 へ

の 理解 を深 めるとと もに ，環境 に

配 慮し た食 生活を 送 るた め「食 育

推 進計 画」 に基づき ，食 育を推 進

します。  

保 健 福 祉 局  

教 育 委 員 会  

農 林 水 産 局  

こども未来局       
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1-（1）

幼稚園・保育所
（園）への啓発
情報の配信

子どもに関する消費者被害に
ついて，最新の情報を幼稚園
や保育所（園）へメール等で
配信します。

○ 市民局
消費者教育
一般

1-（2）

中学校における
消費者教育講座
等

消費者トラブル事例や対処法
など消費生活に関する知識を
学ぶ家庭科の授業の支援を行
います。
・中学生のための消費者教育
出前講座
・消費者教育教材（ﾗｲﾌｻｲｸﾙ
ｹﾞｰﾑⅡ）の活用
・市内全校への家庭科副教材
の提供

○ 市民局
消費者教育
一般

1-（2）

高等学校におけ
る消費者教育講
座

大学進学や就職等により，社
会生活の中で自ら消費活動を
開始する卒業前の市立高校３
年生に加え，学年別の講座や
家庭科等の授業の支援を行い
ます。

○ 市民局
消費者教育
一般

1-（2）
消費生活トラブ
ル注意報

県，北九州市と共働し，若者
に多い消費者トラブルや製品
事故に関する啓発資料を作成
し，市立高等学校等に配信し
ます。

○ 市民局
消費者教育
一般

1-（2）

学習指導要領に
基づく消費者教
育

学習指導要領に基づいて，社
会科，公民科，家庭科及び技
術・家庭科などを中心に消費
者教育を行います。

○ ○ 教育委員会
消費者教育
一般

1-（2）
小・中学校での
救命講習

小・中学生を対象とした救命
講習を実施するとともに，教
職員への応急手当普及員講習
を実施し，児童生徒への救命
教育指導を促します。

○ ○ 教育委員会
消費者教育
一般

1-（2）
職場体験学習事
業

生徒が「生きる力」を身につ
け，様々な問題に柔軟かつた
くましく対応し，社会人・職
業人として自立していくこと
ができるよう，職場体験や
様々な世代との交流を通じ
て，子どもの勤労観・職業観
を育成します。

○ 教育委員会
キャリア
教育

1-（2）
早寝早起き朝ご
はん啓発講演会

成長期の子どもの健康な体を
つくり，豊かな心を育むため
に睡眠や食育等の大切さにつ
いて啓発し，子どもの基本的
生活習慣の定着を図ります。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 教育委員会 食育

1-（2）
Ⅰ-2-（3）
Ⅱ-1-（1）

入学説明会等を
活用した学習会
への講師派遣事
業

多くの保護者が参加する入学
説明会や保護者会等でメディ
アに関する学習会を実施する
ことで，家庭の教育力の向上
を図ります。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 教育委員会
消費者教育
一般

Ⅰ　様々な場におけるライフステージに対応した消費者教育の推進

ライフステージ

該当する
基本施策 施策・事業名 事業概要

保護者を含む

中学
生期

高校
生期

成人期

関係局 分野幼児
期

小学
生期

若者
成人
一般

高齢
者
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ライフステージ

該当する
基本施策 施策・事業名 事業概要

保護者を含む

中学
生期

高校
生期

成人期

関係局 分野幼児
期

小学
生期

若者
成人
一般

高齢
者

1-（2）
Ⅱ-1-（1）

インターネット
等を介した児童
生徒の被害防止
に向けた取組み
の実施

インターネットや携帯電話
（スマートフォンなど）を介
した児童生徒の被害を未然に
防止するため，情報や機器の
正しい利用や危険性の認識な
どについて，児童生徒への指
導や保護者に対する啓発活動
を行います。

○ ○ 教育委員会
消費者教育
一般

Ⅰ-1-（2）
Ⅱ-1-（1）

学校ネット
パトロール

学校非公式サイトをはじめと
するネットの問題のある書き
込みや画像について監視し，
学校へ情報提供を行います。
家庭や関係機関とも連携し，
児童生徒の問題行動等の未然
防止，早期発見・早期対策を
図ります。また児童生徒，保
護者への啓発，学校への広報
を行い，規範意識の向上を図
ります。

○ ○ ○ 教育委員会
消費者教育
一般

Ⅰ-1-（2）
Ⅳ-1-（1）

学校における食
育の推進

学校給食の献立を生かして，
地産地消，郷土食や行事食，
生産者に対する感謝の心など
について指導を行います。ま
た，学校と家庭や地域が連携
した食育の推進として給食試
食会等を行います。

○ ○ 教育委員会 食育

Ⅰ-1-（2）
Ⅳ-1-（1）

学校給食コンテ
スト

中学生，特別支援学校中・高
等部の生徒を対象に，地場産
物や郷土食，栄養バランスな
どを考慮した給食の献立を募
集します。

○ 教育委員会 食育

1-（2）

薬物乱用防止に
関する広報啓発
等の実施

関係団体と共同して，薬物乱
用防止に関する啓発活動等を
行います。また，小・中学校
において，薬物乱用防止教育
の充実を図ります。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 保健福祉局
消費者教育
一般

1-（3）
若者向け消費者
教育講座

社会経験が少なく悪質商法の
被害に遭いやすい大学生や専
門学校生向けの講座を実施し
ます。

○ ○ 市民局
消費者教育
一般

1-（3）

ツイッター，
フェイスブック
による情報提供

主に若年者を中心に広く利用
されているソーシャルメディ
アを活用し，注意喚起情報を
発信します。

○ ○ 市民局
消費者教育
一般

1-（3）
若年者に対する
取組み

悪質商法の被害に遭いやすい
若年者に対し「新大学生防犯
強化月間」において，大学と
連携し，特に新入生等を対象
とした注意喚起の広報や啓発
を行います。

○ 市民局
消費者教育
一般

1-（3）

若年者の消費者
トラブル対策推
進事業

若年者が消費者問題に興味を
持つように促すことを主眼と
したアプローチによるイベン
ト等を大学学園祭において実
施します。また，関連の情報
発信を行うことで若年者の消
費者トラブルの未然防止を推
進します。

○ 市民局
消費者教育
一般
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ライフステージ

該当する
基本施策 施策・事業名 事業概要

保護者を含む

中学
生期

高校
生期

成人期

関係局 分野幼児
期

小学
生期

若者
成人
一般

高齢
者

2-（1）

出前講座「だま
されんばい悪質
商法」

地域からの要望で，職員や消
費生活相談員などが公民館等
へ出向き，悪質商法の手口や
対処法に関する出前講座を実
施します。

○ ○ ○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）

出前講座「家庭
で起こる事故に
注意」

地域からの要望で公民館等へ
出向き，製品事故事例の紹介
や製品を安全に使うための講
座を実施します。

○ ○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）
啓発資料の貸
出・提供

消費者トラブルの未然防止を
目的に市民に消費者教育・啓
発に関する資料の貸出や提供
を行います。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）

消費生活セン
ターホームペー
ジによる消費生
活情報の提供

消費者トラブルの未然・拡大
防止のため最新の注意喚起情
報や消費生活に役立つ各種講
座，イベントの案内など市民
に役立つ情報の提供を行いま
す。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）

関係機関が発行
する広報紙等に
よる情報提供

市政だよりや，老人クラブ連
合会情報紙「ふくふくクラブ
福岡」等の広報紙に消費者ト
ラブルや消費者被害の現状，
消費生活相談窓口などを掲載
し，広く市民に周知します。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）
くらしのイン
フォメーション

消費者トラブル事例とその対
処法や身近に起きる製品事故
に関する注意点など消費生活
に役立つ生活情報紙を発行
し，区役所，公民館，郵便局
等に配架するなど広く市民に
情報を提供します。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1） 暮らしのヒント

西日本新聞朝刊に，消費生活
センター等に寄せられた相談
事例を題材とした記事を掲載
します。

○ ○ ○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）
消費生活かわら
版

被害拡大の恐れのある緊急度
の高い相談事例について，随
時 注意喚起資料を作成し関係
先に配付します。

○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）
ホットな消費者
ニュース

県と共働して，県内自治体の
消費生活センターに寄せられ
た相談事例から，被害拡大の
おそれがある内容についての
注意喚起資料を作成しホーム
ページに掲載します。

○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）
消費者トラブル
防止パネル展

悪質商法の手口と対処法及び
製品事故と対策などのパネル
を展示し，広く市民に注意喚
起を行います。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）
相談窓口等の周
知

身近な場所に掲示できる消費
生活センターの連絡先や訪問
販売お断りのステッカー等を
配布するなど，高齢者等へ消
費生活センターなどの相談窓
口を周知します。

○ 市民局
消費者教育
一般
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ライフステージ

該当する
基本施策 施策・事業名 事業概要

保護者を含む

中学
生期

高校
生期

成人期

関係局 分野幼児
期

小学
生期

若者
成人
一般

高齢
者

2-（1）
広報動画の放映
等

消費者トラブルの注意喚起お
よび消費生活センター相談窓
口の周知を目的としたアニ
メーション動画２編（架空請
求編・エステの無料体験編）
等を市役所１階市民ロビーと
ソラリアビジョン等で放映し
ます。

○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）
消費者グループ
活動支援

市内で自主活動を行う消費者
団体等の支援のため，消費生
活センターが管理する研修室
の貸出を行います。

○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）

災害時・緊急時
の消費生活相談
の実施

災害に便乗した悪質商法によ
るトラブルを防止するために
消費生活相談を行います。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）

ホルムアルデヒ
ド簡易測定器の
貸出

シックハウス症候群の原因と
なるホルムアルデヒドの測定
器を貸し出し，対応法などに
ついて助言を行います。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）
一般情報紙等の
記事掲載

広く市民に配付されるﾌﾘｰﾍﾟｰ
ﾊﾟｰ等を活用し注意喚起記事を
掲載します。

○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）
区役所ＴＶモニ
ター等の活用

各区役所のＴＶモニターを活
用し，消費者トラブルの注意
喚起や消費生活センターの相
談窓口について周知を行いま
す。

○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）
事業者等共催講
座

消費者問題に取り組む企業と
共催した講座を開催します。

○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）
福岡県金融広報
委員会連携講座

くらしに身近なテーマを毎回
選定し，福岡県金融広報アド
バイザーが講師を務める講座
を開催します。

○ ○ ○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）

公民館主催講座
（消費生活セン
ター出前講座）

各公民館において，消費者教
育に関する出前講座を実施し
ます。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）

出前講座「知っ
て，備えて，地
震に自信！すす
めよう住宅の耐
震化」

揺れやすさマップから見えて
くる住宅の耐震対策や耐震診
断と耐震改修工事の概要，市
の助成制度の概要などについ
て説明する講座を実施しま
す。

○ ○ ○ 住宅都市局
消費者教育
一般

2-（1）
賃貸住宅住まい
の手引きの配布

賃貸住宅の入退去を予定して
いる方などに対して，賃貸借
トラブルを未然に防いだり，
トラブルが生じた際の解決の
ヒントにするための手引きを
作成し，各区役所に配架しま
す。

○ ○ ○ 住宅都市局
消費者教育
一般

2-（1）
「水をたいせつ
に」広報の推進

「節水型都市づくり」の一環
として，街頭キャンペーンや
水道施設見学会などの各種イ
ベント及び各種印刷物・ビデ
オ制作などの広報活動を通じ
て，水を大切に使う意識の維
持を図ります。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 水道局
消費者教育
一般
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ライフステージ

該当する
基本施策 施策・事業名 事業概要

保護者を含む

中学
生期

高校
生期

成人期

関係局 分野幼児
期

小学
生期

若者
成人
一般

高齢
者

2-（2）
高齢者等への出前
講座の実施

地域からの依頼で，職員や消費
生活相談員などが公民館等へ出
向き，悪質商法への対処法など
に関する高齢者向けの出前講座
を実施します。

○ 市民局
消費者教育
一般

2-（2） 見守り新鮮情報

国民生活センターが収集編集
した高齢者及び障がいのある
人の支援者向けの資料を配付
します。

○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（2）

地域包括支援セ
ンター職員との
意見交換会の実
施

高齢者の総合的な相談窓口で
ある地域包括支援センターの
職員と消費生活センターの消
費生活相談員が，消費者被害
を防止するための意見交換会
を実施します。

○ 市民局
消費者教育
一般

2-（2）

高齢者等への啓
発と福祉関係者
等との連携によ
る支援

高齢者等が住み慣れた家庭や
地域で，消費者被害を未然に
防止し，安心して暮らせるよ
う，高齢者等の生活を支援す
る福祉関係者等と連携し，情
報提供等を行います。

○ 市民局
消費者教育
一般

2-（2）

障がい者支援消
費者トラブル防
止講座の実施

障がいのある人が巻き込まれ
やすい消費者トラブル事例と
その対処法について，その家
族や障がい者関連施設スタッ
フなどを対象にした見守り支
援講座を実施します。

○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（2）
ニセ電話詐欺対
策事業

ニセ電話詐欺対策機能付電話
機の普及促進，啓発活動を実
施します。また市で受けた不
審電話の情報について庁内に
周知するとともに福岡県警へ
情報提供を行います。

○ 市民局
消費者教育
一般

2-（2）

出前講座「地域
包括ケアの取り
組み～住み慣れ
た地域で安心し
て暮らせるまち
を目指して～」

地域包括ケアの取り組みや，
いきいきセンターふくおか
（地域包括支援センター）に
ついての出前講座を実施しま
す。

○ 保健福祉局
消費者教育
一般

2-（3）

子どもの消費に
関わる事故防止
ための情報発信

市のホームページなどを利用
し，（独）国民生活センター
による情報などを活用して，
子どもの商品・製品使用時の
事故について情報を発信し，
事故の未然防止のための啓発
を実施します。

○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（3）

出前講座「その
他（乳幼児の事
故）」

地域からの要望で公民館等へ
出向き，乳幼児の事故防止に
ついての講座を実施します。

○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（3）

くらしに役立つ
消費生活親子講
座

消費生活の基礎知識を親子で
楽しく学べるよう夏休み期間
に講座を開催します。

○ 〇 市民局
消費者教育
一般
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ライフステージ

該当する
基本施策 施策・事業名 事業概要

保護者を含む

中学
生期

高校
生期

成人期

関係局 分野幼児
期

小学
生期

若者
成人
一般

高齢
者

2-（3）
乳幼児の事故防
止の啓発

家庭内での乳幼児の事故を未
然に防ぐため，乳幼児がいる
保護者に対して事故防止に対
する意識啓発を図るととも
に，具体的な予防方法を周知
します。

○ こども未来
局

消費者教育
一般

Ⅰ-1-（2）
Ⅰ-2-（3）
Ⅱ-1-（1）

（再掲）
入学説明会等を
活用した学習会
への講師派遣事
業

多くの保護者が参加する入学
説明会や保護者会等でメディ
アに関する学習会を実施する
ことで，家庭の教育力の向上
を図ります。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 教育委員会
消費者教育
一般

Ⅰ-1-（2）
Ⅰ-2-（3）
Ⅱ-1-（1）

（再掲）
インターネット
等を介した児童
生徒の被害防止
に向けた取組み
の実施

インターネットや携帯電話
（スマートフォンなど）を介
した児童生徒の被害を未然に
防止するため，情報や機器の
正しい利用や危険性の認識な
どについて，児童生徒への指
導や保護者に対する啓発活動
を行います。

○ ○ 教育委員会
消費者教育
一般

Ⅰ-1-（2）
Ⅰ-2-（3）
Ⅱ-1-（1）

（再掲）
学校ネット
パトロール

学校非公式サイトをはじめと
するネットの問題のある書き
込みや画像について監視し，
学校へ情報提供を行います。
家庭や関係機関とも連携し，
児童生徒の問題行動等の未然
防止，早期発見・早期対策を
図ります。また児童生徒，保
護者への啓発，学校への広報
を行い，規範意識の向上を図
ります。

○ ○ ○ 教育委員会
消費者教育
一般

Ⅰ-2-（3）
Ⅳ-1-（1）

子育てサロン・
サークル等での
母子教育

子育てサロン，サークル，公
民館乳幼児学級等で乳幼児の
食習慣等について健康教育を
行います。

○ 保健福祉局 食育

Ⅰ-2-（3）
Ⅳ-1-（1）

親と子の料理教
室

子どもの心と体の健康づくり
を目的に親子を対象にした料
理教室を開催します。

○ ○ 保健福祉局 食育

3-（1）
従業員向け研修
等の支援

従業員に向けた消費者教育を
実施する事業者に，情報提供
や講師の紹介などの支援を行
います。

○ 市民局
消費者教育
一般

3-（1）
事業者サポー
ターの活動支援

事業者サポーターが事業所内
で実施する消費者教育につい
て支援を行います。

○ 市民局
消費者教育
一般
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1-（1）

福岡市出前講座
「知って防ご
う！ネットトラ
ブル」

地域からの要望で，職員や消
費生活相談員などが公民館等
へ出向き，インターネットを
通じた詐欺や悪質商法の手口
の対処法に関する出前講座を
実施します。

○ ○ ○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

1-（1）

出前講座「イン
ターネットを
もっと活用しよ
う ～ネットを通
じて提供する各
種行政サービス
の紹介～」

インターネットを通じて提供
する各種行政サービスを紹介
するなど，子どもから高齢者
までインターネットの活用方
法に関する出前講座を実施し
ます。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 総務企画局
消費者教育
一般

1-（1）

ネットトラブル
に関する最新情
報の提供

最新のインターネットに関す
るトラブルについて，ホーム
ページなどで迅速に注意喚起
を行います。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

1-（1）

通信事業者と協
働したネットト
ラブル防止の市
民講座の実施

通信事業者と協働して，イン
ターネットに関するトラブル
を防止するための講座を実施
します。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

Ⅰ-1-（2）
Ⅰ-2-（3）
Ⅱ-1-（1）

（再掲）
入学説明会等を
活用した学習会
への講師派遣事
業

多くの保護者が参加する入学
説明会や保護者会等でメディ
アに関する学習会を実施する
ことで，家庭の教育力の向上
を図ります。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 教育委員会
消費者教育
一般

Ⅰ-1-（2）
Ⅰ-2-（3）
Ⅱ-1-（1）

（再掲）
インターネット
等を介した児童
生徒の被害防止
に向けた取組み
の実施

インターネットや携帯電話
（スマートフォンなど）を介
した児童生徒の被害を未然に
防止するため，情報や機器の
正しい利用や危険性の認識な
どについて，児童生徒への指
導や保護者に対する啓発活動
を行います。

○ ○ 教育委員会
消費者教育
一般

Ⅰ-1-（2）
Ⅰ-2-（3）
Ⅱ-1-（1）

（再掲）
学校ネット
パトロール

学校非公式サイトをはじめと
するネットの問題のある書き
込みや画像について監視し，
学校へ情報提供を行います。
家庭や関係機関とも連携し，
児童生徒の問題行動等の未然
防止，早期発見・早期対策を
図ります。また児童生徒，保
護者への啓発，学校への広報
を行い，規範意識の向上を図
ります。

○ ○ ○ 教育委員会
消費者教育
一般

Ⅱ　高度情報通信社会に対応した消費者教育の推進
ライフステージ

該当する
基本施策 施策・事業名 事業概要

保護者を含む

中学
生期

高校
生期

成人期

関係局 分野幼児
期

小学
生期

若者
成人
一般

高齢
者
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1-（1）
消費者教育の教
員対象研修

消費者教育を行う教員を対象
とした研修を実施します。

○ 市民局
消費者教育
一般

1-（1）

中学校で活用で
きる啓発資材や
教材の提供

中学校の授業等で活用できる
教材や消費者トラブルに関す
る最新情報を提供し，教員の
指導力の向上を支援します。

○ 市民局
消費者教育
一般

1-（2）

大学等で活用で
きる啓発資料や
教材の提供

学生に対して活用できる教材
や消費者トラブルに関する最
新情報を提供し，教職員の指
導力の向上を支援します。

○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）
消費生活サポー
ター育成講座等

高齢者の消費者被害未然防止
のため，悪質商法やその対処
法について情報伝達できる人
材を育成する講座等を開催し
ます。

○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）

消費生活事業者
サポーターとの
連携強化

消費生活事業者サポーターの
育成を図り，サポーター相互
の交流の機会を設けるなど，
その活動を支援します。

○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

2-（1）

消費生活サポー
ター，消費生活
事業者サポー
ターの情報交換
会の実施

地域におけるサポーターの活
動状況の報告や消費者トラブ
ル事例について情報交換を行
う場を設け，その活動を支援
します。

○ ○ ○ 市民局
消費者教育
一般

1-（1）
国際理解教育講
師派遣事業

県内在住の外国人（留学生な
ど）や海外滞在経験（青年海
外協力隊など）のある日本人
を小・中・高校にゲスト
ティーチャーとして派遣し，
児童・生徒に国際理解を深め
る機会を提供します。

○ ○ ○ 総務企画局
国際理解
教育

１-（1）
保育所などでの
食育の推進

保育所の特性を生かした食育
が推進されるよう，児童の発
育・発達や季節感を考慮した
給食献立の提供，保護者啓発
用の食育資料の提供を行いま
す。

○ こども未来
局

食育

１-（1）
ホームページに
よる情報発信

ホームページで毎月の給食献
立，季節のおすすめメニュー
や誕生会献立など保育所の給
食について紹介します。

○ こども未来
局

食育

Ⅲ　消費者教育の担い手育成
ライフステージ

該当する
基本施策 施策・事業名 事業概要

保護者を含む

中学
生期

高校
生期

成人期

関係局 分野幼児
期

小学
生期

若者
成人
一般

高齢
者

Ⅳ　持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の実現を意識した消費行動の促進

ライフステージ

該当する
基本施策 施策・事業名 事業概要

保護者を含む

中学
生期

高校
生期

成人期

関係局 分野幼児
期

小学
生期

若者
成人
一般

高齢
者
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ライフステージ

該当する
基本施策 施策・事業名 事業概要

保護者を含む

中学
生期

高校
生期

成人期

関係局 分野幼児
期

小学
生期

若者
成人
一般

高齢
者

１-（1）

海の中道青少年
海の家活動プロ
グラム

海の中道海浜公園内の宿泊
棟・キャンプ場を有する青少
年教育施設において，自然に
直接触れ，「環境保全活動」
「自然観察活動」「自然体験
活動」「総合的環境学習」等
の活動プログラムを実施しま
す。

○ ○ ○ こども未来
局

環境教育

１-（1）

アジア太平洋こ
ども会議・イン
福岡

アジア太平洋諸国地域の相互
理解の促進，国際感覚あふれ
る青少年の育成を図る目的
で，NPO法人アジア太平洋こど
も会議・イン福岡が実施する
アジア太平洋諸国地域の子ど
もたちの招へい事業等を支援
します。

○ ○ ○ ○ ○ こども未来
局

国際理解
教育

１-（1）
生活習慣病に関
する健康教育

保健所や公民館等においてメ
タボリックシンドローム等生
活習慣病予防の教育を実施
し，その中で食生活に関する
講話を行います。

○ 保健福祉局 食育

１-（1）
介護予防事業の
中での教室

高齢者が要介護・要支援状態
になることを予防するための
介護予防教室等で，食生活な
どの講話を行います。

○ 保健福祉局 食育

１-（1）
健康・食育パー
トナーズ

屋内禁煙及び健康情報の発信
を行っており，健康に配慮し
たメニュー・サービス及び情
報の提供や食文化に関するメ
ニューの提供を行っている飲
食店を「健康・食育パート
ナーズ」として登録・ＰＲを
行い，市民の健康づくりを支
援する食の環境整備を推進し
ます。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 保健福祉局 食育

１-（1）

食育の日，食育
月間における食
育イベント

毎月１９日の食育の日や毎年
６月の食育月間にあわせ，
市・区役所ロビーなどでパネ
ル展示等を行い，食育への関
心を高める取組みを行いま
す。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 保健福祉局 食育

１-（1）
食生活改善推進
員の養成

食を通じた健康づくりを地域
で行うボランティアを養成す
る教室を開催します。

○ ○ ○ 保健福祉局 食育

１-（1）
地域食生活改善
講習会

地域ぐるみで食を通じた健康
づくりに取り組むことを啓発
するため，「生活習慣病予
防」や「食文化の継承」等を
テーマとした料理講習会を実
施します。

○ ○ ○ 保健福祉局 食育

１-（1）

出前講座「食育
で明るい未来元
気な福岡」

「福岡市食育推進計画」を中
心に，福岡市における食の現
状や課題について説明し，食
育への関心を高める講座を実
施します。

○ ○ ○ 保健福祉局 食育

１-（1）
成人期対象料理
教室

教室毎にテーマを設定し，食
に関する基礎知識と技術を習
得するための講話や調理実習
（適塩調理，野菜料理など）
を実施します。

○ 保健福祉局 食育
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ライフステージ

該当する
基本施策 施策・事業名 事業概要

保護者を含む

中学
生期

高校
生期

成人期

関係局 分野幼児
期

小学
生期

若者
成人
一般

高齢
者

１-（1）

ホームページに
よる食品の安全
性に関する情報
提供

ホームページにおいて，食品
の安全性に関する情報提供を
行います。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 保健福祉局
消費者教育
一般

１-（1）
講習会や出前講
座等

市民を対象とした出前講座や
保健所での乳幼児健診などを
利用した食中毒予防の講習会
を開催します。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 保健福祉局
消費者教育
一般

１-（1）

バザー開設者に
対する衛生講習
会

地域でのバザーや模擬店等で
提供される食品の衛生確保の
ための講習会を開催します。

○ ○ ○ ○ 保健福祉局
消費者教育
一般

１-（1）
食品衛生月間行
事

食品衛生月間行事において，
料理教室や工場・市場見学等
を通し，食中毒予防の啓発を
実施します。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 保健福祉局
消費者教育
一般

１-（1）

環境局ホーム
ページ
「福岡市の環境
学ぼう！つなご
う！ふくおかの
環境」

市民の環境学習を支援するた
め，環境に関する情報の収
集・提供を行います。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 環境局 環境教育

１-（1） ３Ｒ推進事業

家庭から出るごみを減らすた
めに，２Ｒ（リデュース〔排
出抑制〕，リユース〔再使
用〕）に重点をおいた３Ｒの
実践行動の広報啓発を行いま
す。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 環境局 環境教育

１-（1）
３Ｒについて学
ぶ講座

西部３Ｒステーション及び臨
海３Ｒステーションの両施設
で，ごみ減量・リサイクルに
関する環境学習講座などの各
種講座を開催します。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 環境局 環境教育

１-（1）

エコッパと学ぼ
う！こども環境
局

環境に関する問題を楽しく学
習できるように幼児，小・中
学生や指導者を対象とした情
報を環境局ホームページにて
公開します。

○ ○ ○ 環境局 環境教育

１-（1）
生ごみリサイク
ル促進事業

家庭から発生する生ごみを堆
肥化し活用する講座や段ボー
ルコンポストの使い方を学ぶ
講座を開催します。

○ ○ ○ 環境局 環境教育

１-（1）

環境教育副読本
(「ごみとわたし
たち」,「わたし
たちのまちの環
境」)

小学校での社会科，総合学習
等で活用できるよう，環境と
ごみについて，市の状況，取
組みについてまとめ，市内の
小学校４年生・５年生全児童
へ配布します。

○ 環境局 環境教育

１-（1）
環境学習支援事
業

主に小学４年生を対象に学校
へ出向き環境学習に対する支
援事業として，３Ｒの講義や
ごみの分別体験などを実施し
ます。また，中学校でも実施
します。

○ ○ 環境局 環境教育
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ライフステージ

該当する
基本施策 施策・事業名 事業概要

保護者を含む

中学
生期

高校
生期

成人期

関係局 分野幼児
期

小学
生期

若者
成人
一般

高齢
者

１-（1）
環境フェスティ
バルふくおか

環境に優しい行動の輪を広げ
ていくための普及・啓発を目
的とした，楽しみながら学べ
る参加体験型のイベントを開
催します。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 環境局 環境教育

１-（1）

出前講座「正し
く分ければ『ご
み』じゃない。
～紙ごみを減ら
せば，家庭から
のごみが減る
～」

地域や学校からの要望で公民
館等へ出向き，福岡市のごみ
処理やごみ減量・リサイクル
（３Ｒ）に関する講座を実施
します。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 環境局 環境教育

１-（1）

出前講座「『食
品ロス』ってな
に？～その食
品，ほんとうに
捨てるの？」

地域や学校からの要望で公民
館等へ出向き，家庭からの食
品ロス削減に関する講座を実
施します。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 環境局 環境教育

１-（1）

出前講座「地球
温暖化対策～未
来につなごう！
「脱炭素社会」
の実現に向けて
～」

地域からの要望で公民館等へ
出向き，地球温暖化のしくみ
と影響・「脱炭素社会」の実
現に向けての取組み・気軽に
取り組める省エネ事例などに
関する講座を実施します。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 環境局 環境教育

１-（1）

出前講座「なっ
とく!再生可能エ
ネルギー～地球
にやさしく，エ
ネルギーを創っ
て使おう！～」

地域からの要望で公民館等へ
出向き，再生可能エネルギー
の導入などに関する講座を実
施します。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 環境局 環境教育

１-（1）

出前講座「緑の
カーテンプロ
ジェクト～育て
方講座と気候変
動の影響への適
応について～」

地域からの要望で公民館等へ
出向き，緑のカーテンの効
果，育て方，気候変動の影響
や適応策に関する講座を実施
します。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 環境局 環境教育

１-（1）
博多の魚料理体
験事業

市内中学校で地元水産物を
使った料理教室を開催しま
す。

○ 農林水産局 食育

１-（1）
博多の魚魅力発
信事業

福岡市漁業協同組合が実施し
ている直販事業や親子漁業体
験への支援を行います。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 農林水産局 食育

１-（1）
親子　食と農の
体験教室

親子を対象とした市内産地で
の収穫体験やみそづくり，生
産者との交流等を実施しま
す。

○ ○ ○ ○ 農林水産局 食育

１-（1）

市内産農水産物
学校給食活用推
進事業

市内産農水産物の学校給食へ
の活用を推進して地産地消の
推進を図るとともに，市内小
学校において学童菜園を通し
た生産者と児童との交流によ
り食育を推進します。

○ 農林水産局 食育

１-（1）
産地見学と料理
教室

市民の方を対象に，産地の見
学と市内産野菜を食材とした
料理教室を実施します。

○ ○ ○ 農林水産局 食育
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ライフステージ

該当する
基本施策 施策・事業名 事業概要

保護者を含む

中学
生期

高校
生期

成人期

関係局 分野幼児
期

小学
生期

若者
成人
一般

高齢
者

１-（1）
「花育」推進事
業

次世代の消費者である市内の
小・中学生を対象に，作付
け・アレンジ体験等を通した
花育（花に関する教育）活動
を実施します。

○ ○ 農林水産局 環境教育

Ⅰ-1-（2）
Ⅳ-1-（1）

（再掲）
学校における食
育の推進

学校給食の献立を生かして，
地産地消，郷土食や行事食，
生産者に対する感謝の心など
について指導を行います。ま
た，学校と家庭や地域が連携
した食育の推進として給食試
食会等を行います。

○ ○ 教育委員会 食育

Ⅰ-1-（2）
Ⅳ-1-（1）

（再掲）
学校給食コンテ
スト

中学生，特別支援学校中・高
等部の生徒を対象に，地場産
物や郷土食，栄養バランスな
どを考慮した給食の献立を募
集します。

○ 教育委員会 食育

Ⅰ-2-（3）
Ⅳ-1-（1）

（再掲）
子育てサロン・
サークル等での
母子教育

子育てサロン，サークル，公
民館乳幼児学級等で乳幼児の
食習慣等について健康教育を
行います。

○ 保健福祉局 食育

Ⅰ-2-（3）
Ⅳ-1-（1）

（再掲）
親と子の料理教
室

子どもの心と体の健康づくり
を目的に親子を対象にした料
理教室を開催します。

○ ○ 保健福祉局 食育
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